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１．本調査の背景 
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II．． アアンンケケーートトのの概概要要  
１１．．  本本調調査査のの背背景景  

 2008 年 12 月に施行された新公益法人制度は、民間による公益の増進ならびに活力ある社会の

実現のために一般の市民に開かれた制度として策定されたものである。しかし、実際にはその

制度の目的が十分には達成されないまま 13 年が経過し、その解決に向けた制度改善が求められ

ているところである。 

 現在の状況を統計数値でみると、一般法人は 2020 年 10 月から約１年半で 8,551 法人の増加

がみられたものの、公益事業を主目的とする公益法人の数は伸び悩みが続いており、同時期に

は僅か 44法人の増加に止まっている(表 1)。一般法人法により設立された 86,147 法人(公益法

人＋一般法人)に占める公益法人の割合は 11.2％と極めて低く、2020 年 10 月から 1.2 ポイント

減少しており、公益法人の占める割合は減少傾向にある。 

 特定非営利活動法人（認定含む）の法人数は 51,710 法人(2022 年 5 月現在)を数えるが、前回

調査時(2020 年 10 月)から 1,794 法人の減少となっている。これは、一般法人への転換が進んで

いることに加え、コロナ禍で運営が難しくなった法人の解散が相次いだためと推察される。た

だ、認定特定非営利活動法人については 72 法人の増加がみられ、特定非営利活動法人における

認定法人に占める割合が上昇傾向にある。 

 当協会は今年度も、①以上のような状況に至った経緯、②法人及び事業運営の状況、③制度

改善のニーズを把握することを目的に、2021 年 7 月 28 日から同年 8 月 20 日に「公益法人・一

般法人の運営および寄附等に関するアンケート」を実施した。 

 

表 1 公益法人、一般法人等の基本統計 

法人類型 
法人数 

(2022.05.27) 

前回調査 
(2020.10.01) 

公益法人 
社団 4,171 

9,658 
9,614 

(+44) 財団 5,487 

一般法人 
社団 68,941 

76,489 
 67,938  

(+8,551) 財団 7,548 

特定非営利活動法人 
認定 1,241 1,169 (+72) 

50,469 52,335 (-1,866) 

社会福祉法人 21,178 21,012 (∔166) 

国税庁法人番号公表サイトより作成（なお、認定特定非営利活動法人は内閣府 NPO ホームページを基に作成）。 

 

 本アンケートは、社会全体の公益増進の妨げとなっている原因を探り、その制度環境改善を

目指す目的で実施したものであり、その結果として公益の増進のための制度改正の機運が高め

られることを切に期待している。 
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6 

 

表 5 都道府県別公益法人、一般法人基本統計 

都道府県 
公益法人  一般法人  

合 計  
公益法人  
の割合  

1 万人当り法人数  

  増減  全国比    増減 全国比  公益  一般  

北 海 道  267 2 2.8 2,328 259 3.0 2,595 10.3 0.5 4.5 

青 森 県  108 -1 1.1 474 32 0.6 582 18.6 0.9 3.8 

岩 手 県  99 -1 1.0 541 42 0.7 640 15.5 0.8 4.5 

宮 城 県  164 -2 1.7 1,203 130 1.6 1,367 12.0 0.7 5.2 

秋 田 県  72 -1 0.7 270 13 0.4 342 21.1 0.8 2.8 

山 形 県  137 -2 1.4 371 18 0.5 508 27.0 1.3 3.5 

福 島 県  157 0 1.6 841 85 1.1 998 15.7 0.9 4.6 

茨 城 県  146 1 1.5 941 120 1.2 1,087 13.4 0.5 3.3 

栃 木 県  128 0 1.3 598 71 0.8 726 17.6 0.7 3.1 

群 馬 県  124 -2 1.3 656 89 0.9 780 15.9 0.6 3.4 

埼 玉 県  228 2 2.4 2,004 273 2.6 2,232 10.2 0.3 2.7 

千 葉 県  206 -1 2.1 1,722 230 2.3 1,928 10.7 0.3 2.7 

東 京 都  2,321 29 24.0 26,670 2,782 34.9 28,991 8.0 1.7 19.0 

神奈川県  368 7 3.8 3,694 455 4.8 4,062 9.1 0.4 4.0 

新 潟 県  189 -3 2.0 736 59 1.0 925 20.4 0.9 3.3 

富 山 県  144 1 1.5 423 34 0.6 567 25.4 1.4 4.1 

石 川 県  147 -3 1.5 581 65 0.8 728 20.2 1.3 5.1 

福 井 県  111 -1 1.1 431 52 0.6 542 20.5 1.4 5.6 

山 梨 県  91 -2 0.9 492 61 0.6 583 15.6 1.1 6.1 

長 野 県  134 0 1.4 1,066 124 1.4 1,200 11.2 0.7 5.2 

岐 阜 県  133 -3 1.4 814 80 1.1 947 14.0 0.7 4.1 

静 岡 県  197 1 2.0 1,457 156 1.9 1,654 11.9 0.5 4.0 

愛 知 県  310 8 3.2 2,817 354 3.7 3,127 9.9 0.4 3.7 

三 重 県  111 5 1.1 611 67 0.8 722 15.4 0.6 3.5 

滋 賀 県  143 0 1.5 640 93 0.8 783 18.3 1.0 4.5 

京 都 府  337 2 3.5 1,758 205 2.3 2,095 16.1 1.3 6.8 

大 阪 府  419 6 4.3 5,752 650 7.5 6,171 6.8 0.5 6.5 

兵 庫 県  275 0 2.8 2,756 333 3.6 3,031 9.1 0.5 5.0 

奈 良 県  104 -1 1.1 679 85 0.9 783 13.3 0.8 5.1 

和歌山県  93 -2 1.0 455 48 0.6 548 17.0 1.0 4.9 

鳥 取 県  78 -2 0.8 318 29 0.4 396 19.7 1.4 5.7 

島 根 県  106 1 1.1 330 25 0.4 436 24.3 1.6 4.9 

岡 山 県  168 0 1.7 887 102 1.2 1,055 15.9 0.9 4.7 

広 島 県  188 2 1.9 1,156 104 1.5 1,344 14.0 0.7 4.1 
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資料：国税庁法人番号公表サイト(2022 年 5 月 27 日現在) 

表中の増減は 2020 年 10 月時点の法人数との比較による。 

 

 一般法人に対する公益法人の割合が高い地域、低い地域については、以下に示した。公益法人

の割合が高い地域は山形県(27.0％)、高知県(26.0％)など人口が少ない地域が上位を占める。一

方で、公益法人の割合が低い地域は沖縄県(6.6％)、大阪府(6.8％)、東京都(8.0％)、熊本県

(8.0％)、神奈川県および兵庫県(9.1％)など、主に人口が密集する地域が上位に入る傾向にある。 

  ＜＜公公益益法法人人のの割割合合がが高高いい地地域域＞＞    ＜＜公公益益法法人人のの割割合合がが低低いい地地域域＞＞  

 ・山形県    27.0％  ・沖縄県    6.6％ 

 ・高知県    26.0％  ・大阪府    6.8％ 

 ・富山県    25.4％  ・東京都    8.0％ 

 ・島根県    24.3％  ・熊本県    8.0％ 

 ・鹿児島県    23.3％  ・神奈川県、兵庫県  9.1％ 

 

 人口 1万人当りの公益法人数が多い地域の上位、少ない地域の下位は以下に示した。最高値を

示す東京都(1.7 件)に対して、東京都周辺部はいずれも最低値(埼玉県 0.3 件、千葉県 0.3 件、神

奈川県 0.4 件)が示されており、首都圏域では東京に集中するストロー現象が働いていると考え

られる。関西圏では首都圏と比較し異なる様相を呈しており、極めて低い数値が示されている大

阪府(0.5 件)、兵庫県(0.5 件)、奈良県(0.8 件)に対し、京都府は 1.3 件を示しており、興味深い

ところである。 

 他方、北陸地方、山陰地方、四国地方などの地方部では高い数値が示される傾向にある。 

  ＜＜人人口口 11 万万人人当当りり公公益益法法人人数数のの上上位位＞＞  ＜＜人人口口 11 万万人人当当りり公公益益法法人人数数のの下下位位＞＞  

 ・東京都    1.7 件  ・埼玉県   0.3 件 

 ・島根県    1.6 件  ・千葉県   0.3 件 

 ・高知県    1.6 件  ・神奈川県   0.4 件 

山 口 県  105 0 1.1 503 44 0.7 608 17.3 0.8 3.7 

徳 島 県  84 -1 0.9 381 42 0.5 465 18.1 1.2 5.3 

香 川 県  140 1 1.4 470 53 0.6 610 23.0 1.5 4.9 

愛 媛 県  114 -1 1.2 485 62 0.6 599 19.0 0.9 3.6 

高 知 県  114 0 1.2 324 41 0.4 438 26.0 1.6 4.7 

福 岡 県  326 0 3.4 2,625 346 3.4 2,951 11.0 0.6 5.1 

佐 賀 県  72 2 0.7 453 50 0.6 525 13.7 0.9 5.6 

長 崎 県  109 0 1.1 625 53 0.8 734 14.9 0.8 4.8 

熊 本 県  91 1 0.9 1,040 118 1.4 1,131 8.0 0.5 6.0 

大 分 県  112 1 1.2 597 67 0.8 709 15.8 1.0 5.3 

宮 崎 県  90 0 0.9 439 43 0.6 529 17.0 0.8 4.1 

鹿児島県  197 1 2.0 650 108 0.8 847 23.3 1.2 4.1 

沖 縄 県  101 0 1.0 1,425 199 1.9 1,526 6.6 0.7 9.7 

合 計  9,658 76,489 86,147 11.2 0.8 5.8 
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 ・香川県    1.5 件  ・愛知県   0.4 件 

 ・３県※１         1.4 件  ・６道府県※２   0.5 件 

※１ 道、富山県、福井県、鳥取県 

※２ 北海道、茨城県、静岡県、大阪府、兵庫県、熊本県 

 

 人口 1万人当りの一般法人数の多い地域の上位、少ない地域の下位については以下のとおりで

ある。一般法人においても、東京都(19.0 件)は公益法人と同様に圧倒的な求心力を持ち、次に多

い沖縄県(9.7 件)とは 9.3 件の差がある。3番目に多い地域は京都府(6.8 件)であり、公益法人に

限らず、一般法人の設立も盛んであることが理解できよう。 

 一方で、人口 1万人当りの一般法人が少ない地域は、公益法人と同様に埼玉県、千葉県を含む

関東地方に最低値を示す地域が集中する。 

  ＜＜人人口口１１万万人人当当りり一一般般法法人人数数のの上上位位＞＞  ＜＜人人口口１１万万人人当当りり一一般般法法人人数数のの下下位位＞＞  

 ・東京都   19.0 件  ・埼玉県   2.7 件 

 ・沖縄県    9.7 件  ・千葉県   2.7 件 

 ・京都府    6.8 件  ・秋田県   2.8 件 

 ・大阪府    6.5 件  ・栃木県   3.1 件 

 ・山梨県      6.1 件  ・茨城県、新潟県  3.3 件 
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行政庁 
(回答法人数) 

事 業 損

失 へ の

補償金 

税 制 の

優 遇 措

置 

無 利 子

低 利 子

融資 

IT 導入

相 談 ・

経 費 補

助 

窓 口 ・

ネットで

の 個 別

相談 

支 援 情

報 ・ 各

種 情 報

の提供 

従 業 員

失 業 対

策 ・ 雇

用支援 

特 段 の

支 援 は

求 め て

いない 

その他 

徳島県（6） 16.7  16.7  0.0  0.0  16.7  16.7  0.0  33.3  16.7  

香川県（26） 23.1  34.6  3.8  26.9  0.0  19.2  0.0  38.5  0.0  

愛媛県（15） 13.3  13.3  0.0  20.0  6.7  20.0  6.7  6600..00    0.0  

高知県（16） 31.3  12.5  0.0  25.0  0.0  31.3  12.5  37.5  6.3  

福岡県（37） 32.4  32.4  5.4  18.9  8.1  24.3  2.7  32.4  2.7  

佐賀県（9） 22.2  11.1  11.1  11.1  11.1  0.0  22.2  33.3  11.1  

長崎県（11） 18.2  27.3  0.0  0.0  0.0  18.2  18.2  5544..55    0.0  

熊本県（16） 12.5  12.5  6.3  12.5  0.0  12.5  0.0  6622..55    12.5  

大分県（14） 14.3  14.3  7.1  21.4  21.4  28.6  0.0  28.6  0.0  

宮崎県（19） 5.3  15.8  5.3  15.8  10.5  5.3  0.0  5522..66    0.0  

鹿児島県（40） 12.5  30.0  0.0  15.0  10.0  22.5  2.5  37.5  5.0  

沖縄県（11） 18.2  36.4  18.2  0.0  0.0  36.4  27.3  36.4  0.0  

内閣府（376） 21.3  14.6  6.4  20.5  19.1  22.9  8.0  4400..22    2.7  

合計（1,523） 21.6  18.9  5.1  18.6  11.9  22.0  7.8  39.7  3.0  

数値は各行政庁のカッコ内の回答法人数に占める割合（％）。太字は 40％以上。 

事業損失への補償金：休業・事業損失への補償金  税制の優遇措置：税制の優遇措置  無利子・低利子融資：無利子・低

利子融資  IT 導入相談・経費補助：IT 導入相談・経費補助  窓口・ネットでの個別相談：窓口・オンライン上の個別相談  

支援情報・各種情報の提供：支援情報を含む各種情報の提供  従業員失業対策・雇用支援：従業員の失業対策・雇用支援  

特段の支援は求めていない：特段の支援は求めていない  その他：記述回答は、189 頁の V．１．(21) 参照 

 

求めたい支援内容ごとの上位 5 位は以下のとおりである。 

 

◇◇事事業業損損失失へへのの補補償償金金        ◇◇税税制制のの優優遇遇措措置置  

埼玉県    43.2％  山形県    45.5％ 

山形県    36.4％  沖縄県    18.2％ 

奈良県    33.3％  香川県    34.6％ 

広島県    33.3％  奈良県    33.3％ 

福岡県    32.4％  福岡県    32.4％ 

 

◇◇無無利利子子低低利利子子融融資資        ◇◇IITT 導導入入相相談談・・経経費費補補助助    

千葉県    20.0％  千葉県    35.0％ 

沖縄県    18.2％  東京都    31.3％ 

茨城県    14.3％  神奈川県   29.7％ 

和歌山県   14.3％  岩手県    28.6％ 

佐賀県    11.1％  香川県    26.9％ 

 

◇◇窓窓口口・・ネネッットトででのの個個別別相相談談      ◇◇支支援援情情報報・・各各種種情情報報のの提提供供  

新潟県    26.5％  京都府    38.5％ 

鳥取県    23.1％  鳥取県    38.5％ 

山梨県    22.2％  沖縄県    36.4％ 

大分県    21.4％  滋賀県    35.0％ 

内閣府    19.1％  新潟県    32.4％ 
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◇◇従従業業員員失失業業対対策策・・雇雇用用支支援援      ◇◇特特段段のの支支援援はは求求めめてていいなないい  

沖縄県    27.3％  長野県    70.0％ 

岩手県    23.8％  島根県    64.3％ 

佐賀県    22.2％  熊本県    62.5％ 

神奈川県   18.9％  愛媛県    60.0％ 

山形県、長崎県   18.2％  和歌山県   57.1％ 

 

((33)) 対対外外的的なな支支援援活活動動のの実実施施状状況況  

新型コロナウィルス感染症拡大への対外的な支援活動の実施状況をみると、何らかの支援事業

を行っている法人の割合は 42.1％であり、多くは「特に何も行っていない」(63.8％)とする回答

であった(表 65)。「その他」の記述回答 91 件は V．１．(22)、190 頁を参照願いたい。 

対外的な支援活動を主たる事業の分野別に示したのが、表 66 である。自らが困難な状況にあ

りながらも、だからこそ周りも困難な状況にあるということで、積極的な支援活動を行っている。 

 

表 65 コロナウィルスに係る対外的な支援活動の実施状況(複数選択) 

対外的な支援 公益社団 公益財団 合 計 2020 年 

寄附金、助成金等の支出 
59 93 152 

6.5% 7.5% 12.6% 10.0% 

コロナ関連の支援プログラムの創設 
39 52 91 

5.5% 5.0% 7.1% 6.0% 

支援物資、機材、車両等の提供 
52 22 74 

5.2% 6.6% 3.0% 4.9% 

雇用・産業促進、施設提供、調査・提言、

情報提供 

104 77 181 

13.7% 13.2% 10.4% 11.9% 

講演会、シンポジウム等の開催 
96 45 141 

3.1% 12.2% 6.1% 9.3% 

特に何も行っていない 
496 475 971 

68.1% 63.1% 64.5% 63.8% 

その他（記述回答） 
41 48 89 

4.4% 5.2% 6.5% 5.8% 

上段は回答数。下段は回答法人数 (社団 786 件、財団 737 件、計 1,523 件)に占める割合(％)。 

「その他」（記述回答）は、190 頁の V．１．(22) 参照。 
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((22)) 法法人人種種類類のの再再選選択択  

 もし再度法人格を選択する機会があったとしたら、その際に選択する法人格は何になるかを伺

ったところ、86.3％（683 件）が再度一般法人を選択すると回答しており、社団においては、約

9 割が一般法人と回答している（表 85）。 

一方で、公益法人への転換を望んでいるのは 8.2％であり、社団(6.0%)と財団(12.9%)では、約

2 倍の開きがある。なお、特定非営利活動法人への転換希望は 1.6％あるが、認定特定非営利活

動法人へはゼロであった。一般法人を選択して良かった点として最も高位だったのは「行政庁の

監督がなく実施事業に専念できる」だったが（表 78）、その状況がここにも反映されているよう

である。 

 

表 85 再度選択する場合の法人類型  

法人格 一般社団 一般財団 合 計 2020 年 2019 年 

やはり一般法人 
478 205 683 

87.8% 86.1% 89.3% 80.1% 86.3% 

公益法人 
32 33 65 

7.4% 8.8% 6.0% 12.9% 8.2% 

特定非営利活動法人 
7 6 13 

1.5% 1.4% 1.3% 2.3% 1.6% 

認定特定非営利活動法人 
0 0 0 

0.3% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 

社会福祉法人 
1 1 2 

0.1% 0.3% 0.2% 0.4% 0.3% 

営利法人（株式会社・合同

会社など） 

2 7 9 

2.5% 1.6% 0.4% 2.7% 1.1% 

その他の法人 
15 4 19 

0.4% 1.5% 2.8% 1.6% 2.4% 

回答法人数 535 256 791 796  

上段は回答法人数。下段は回答法人数(社団 535 件、財団 256 件、合計 791 件)に占める割合(％)。 
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ff）） 定定期期提提出出書書類類のの作作成成事事務務負負担担にに関関すするるもものの  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 92 件）  

 ①決算総会の前の理事会まで、中１４日厳密にあける必要があるのか？短縮されたし。 

②行政庁の細かい指摘がどんどん細かくなっていく。移行当初と現在と差がありすぎる。 

③遊休財産について、特定費用準備資産の計画終了後の残金は、その年度中は特定資産扱い

し、翌年度から遊休財産にしないと、当該年度は遊休財産に抵触してしまう。 

④内閣府へ、事業報告の内容に、添付の報告と同じ内容を記載させ、複雑化し、事務の手間

を増やすようなことはやめて欲しい。（再掲） 

 立入検査・書類作成等煩雑である。（再掲） 

 役員名簿の更新が面倒である。Excel で自由に作ってそれを添付すれば済むようにしてほし

い。 

 事業報告が多岐にわたりわかりずらいところがある。 

 報告様式等の簡素化 

 定期提出書類の作成にかかる労力が大きい 

 定期提出書類（事業報告）の作成は、6 月末が提出期限であるが、毎年非常にタイトなスケ

ジュールである。また定期提出書類作成時には回答の様式が分かれていることもあり、チェ

ックを依頼しなければ合否判定が確定しないので、改善を期待したい。 

 公益認定後に行政からの補助金、受託金が削減され、自立運営が厳しい状況が継続してい

る。また、財源（会費等）が社会情勢に左右されるため更に厳しい状況が続いているのが現

状。運営が厳しい中、また対応できる職員が少ない中で公益であるが故に定期書類の提出や

立入検査への対応など、年間通じて対応しなければならない事務負担も多く、是非軽減を検

討して欲しい。 

具体策としては、事業規模要件を設け、提出書類を軽減するなど。（再掲） 

 定期書類作成の担当者が１人であり、負担感が大きい。 

 ①収支相償（余剰金の考え方として、法人の支出規模を５つくらいに分け、その５つについ

てこれ以上のプラス収益を余剰金と決めてほしい。公益事業赤字決裁が続き過ぎると法人

継続が厳しくなるため、少しのプラスは余剰金とみなさないことが大事ではないかと思う。） 

②定期提出書類の中で許可証や組織図等は（変更あり・変更なし）の２択とし、変更ありの

場合に書類添付をすると事務作業の削減になるのではないかと思う。（再掲） 

 事業報告の書類作成。 

 毎年の提出書類作成に、専門家の力を借りている分、費用が掛かる。立ち入り検査の間隔も

短いと感じる。（再掲） 

 作成書類が爆発的に多く人員が少ない営業所では、負担がかかり過ぎる傾向になります。 

 定期提出書類など複数年に一度といった措置がとれないか。事業活動は理事会（688 回/年、

他に臨時）や毎年の総会でチェック、管理されている。 

 定期提出書類の添付資料として登記事項証明書と国・県・市の納税証明書が求められる。 

個人・法人・公共機関が利用できる登記情報サービスに、令和 3 年 7月 19 日から公益法人

Information と登記情報システムの連携が開始されたところです。 
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納税証明書の申請時に県及び市は、法人代表者の変更時に、登記事項証明書の提出を求めて

いることから、県及び市に登記情報サービスを利用することにより、法人に対して国同様に

登記事項証明書の提出を不要とできないかメールで問い合わせたところ青森県環境生活部

県民生活文化課消費生活・公益法人グループからは電話で、並びに五所川原市税務課はメー

ルで「今後も法人情報に変更等があった際は、登記簿の写し等の提出を求める」旨の連絡が

ともに 7月 27 日午前中にありました。 

青森県は商業・法人登記の取り扱いは青森地方法務局のみで、登記申請並び登記事項証明書

の発行に青森市に赴く必要があります。県・市が今後も納税証明書発行時に登記事項証明書

の提出を求めるのであれば、公益法人 Information と登記情報システムの連携の利用は事

務負担が増すことになります。 

地方公共団体すべてに、登記情報サービスを利用することを国が促して欲しい。 

 事務量が多く複雑多岐で、電子申請・提出にかかるシステム上の理解も難しいなど。 

 事業報告のフォーム（Excel）がわかりにくく、複雑。 

 補助金をもらってない自主財源で運営する団体の財務三基準の要件緩和。 

報告書類は事業報告や決算書類添付の場合には大幅な簡略化（再掲） 

 小規模団体（収入 3000 万円以下）については、定期提出書類の簡便化を図る。 

 所管行政庁に提出する事業報告書作成の事務負担が大きい。新たな公益事業を実施する際

に変更届等が必要となる。（再掲） 

 公益目的事業の個別内容について、ワードとエクセルで同じような内容を記載している。 

 定期提出書類が複雑であり簡素化してほしい。 

 手続きが多い、司法書士、会計士にも確認などするので時間もかかるし、経費もかかる。 

 提出書類が複雑なのでもっと簡素化できないでしょうか。 

 定期提出書類の簡素化 

 収支相償により、黒字になれば解消するために無駄な支出を計画しなけれならず、赤字の時

は資金の取崩しを余儀なくされている。せめて、収支がプラスになった時は赤字補填が出来

るように一定の積立を認めて欲しい。 

定期書類については、事務負担が多いので改善してもらいたい。（再掲） 

 公益財務基準をクリアするための計画検証が手間、届け出書類が多い。（再掲） 

 職員数に比して書類作成などの事務負担が大きい点 もう少し簡略化出来ないか？ 

 収支相償の改善。提出書類が多い。機関運営が難しい。（再掲） 

 事業報告・事業計画書の簡素化 収支相償の緩和（再掲） 

 定期提出書類の様式の簡素化を希望。 

 定期提出書類が複雑でわかりにくい 

 担当者が 1 名であり、期間運営や広報活動などの他の事務量が多く、定期提出書類作成の

事務量確保が困難である。作成書類の簡素化を希望する。 

 定期提出書類の別表等の入力。 

 毎年の事業報告書の作成や入力に負担を感じている 

 １．定期提出書類(事業報告書等）作成の簡素化。 
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２．収支相償の剰余金の解消計画の延長。（再掲） 

 担当者が２年程度で変更になるので、作成方法などが不慣れな点。 

 年に数回だけの作業となるため、システムが新しくなってから少し作業が複雑になったよ

うな気がする。提出する書類が多く、大変。 

 公益目的の規模は年度により変動があることから複数年度での収支相償を認めていただき

たい。 

遊休財産の規定も単年度では満たさない場合でも複数年度で均すと満たす場合がある。 

事業報告等の提出別表 C（3）、F（1）、F（2）も前年度のデータを流用できるようにしてい

ただきたい。（再掲） 

 提出書類が多く、方法が煩雑である。 

 定期提出書類の確認、チェックの短期化、簡略化を希望いたします。 

 他の業務との兼ね合い、リモート作業などにより、締め切りに間に合わせるのが厳しい。 

 提出書類の作成、立ち入り検査対応、収支相償など事務負担が大きい。（再掲） 

 提出書類の作成に苦労する。 

 経理・報告書類の作成が煩雑。 

 一律の事業報告ではなく、予算規模に応じた報告形式の採用を望む。 

 公益目的事業の変更認定申請をする際、行政側が厳しく、なかなか変更認定申請ができな

い。変更認定申請書類及び事業の説明に苦労している。 

毎年の定期提出書類（事業報告書）の事務の負担が多く、勤続年数の長い職員はできるが、

勤続年数の浅い職員は苦労している。（再掲） 

 事業報告書の作成が複雑 

 G 表や F表の公益、収益、法人の割合が複雑。書類の種類が多いため混乱する。 

 定期提出書類の入力方法等が煩雑である。とにかくもう少し簡略化（提出書類の削減等）し

てほしい。また、県の担当者が変わるとこれまでの入力方法を修正するように指摘されたり

する。監査側ももう少し統一した目で監査してほしい。（再掲） 

 報告内容が複雑、業務量が多い。 

 手続き書類作成に苦労しているため、公認会計士に委託している。 

 県に提出する書類 

 致し方ないこととはいえ、事務処理等が非常に煩雑であること。特に、事業報告による数字

の報告がいく種類もあり、時期的にも非常に繁雑である。また、遊休財産の取り扱いが厳し

いように思う。（再掲） 

 定期提出書類の提出のためのシステムが、非常に使いづらい。 

 時間がかかる 

 事務担当者が少人数であり、提出期限が決まっている定期提出物の作成が一人の事務員に

集中するため苦労している。特に、役員改選の年度は、法務局への登記もあり、より煩雑な

事務量になる。 

 新型コロナ感染対応など緊急時に対応するための事業実施についても平時と同様のかなり

の書類が求められるが、より簡素化をお願いしたい。また、届出等での簡易対応を認めてい
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ただきたい。 

 計画書・予算等の提出書類の多さと紙面での提出等効率化が図りにくい。 

 行政庁に提出するものが多い 

 事務局の力不足で書類作成が不得手で毎回皆さんにご迷惑をおかけしております。 

 収入が資産運用益に左右されるので、結果的に膨らんだ場合、機動的な支出が難しく、収支

相償を達成しにくくなる。収支相償の概念が理解できるが、単年度でなく、年度をまたいで

達成することも認めてほしい。 

事業報告書の記載事項が細かく、提出までの期限が短いので、報告を承認する評議員の結果

を待たずに入力作業を開始しなければならない。事務局の人員が少なく、毎年、対応に苦慮

している。項目を減らすか、期限を延ばしてほしい。（再掲） 

 事業報告の記載方法を簡単にしてほしい。もしくは相談しやすい環境が欲しい。 

 事業報告提出後の修正依頼が数年後になることが多く、事務処理の負担が増える。 

 毎年の資料提出。 

 書類作成の内容が複雑。 

 定時報告書の作成だけでも事務負担が大きい。簡素化が図られればと思うが。 

 事務処理の負担が大きい。 

基準に合わなかった場合、その理由に関わらず非を指摘される。 

収支相償や遊休財産の制限により、資金を有効に活用できない。（再掲） 

 報告資料等で事務負担があるため少し簡素化を御願いしたい。 

 収支相償により、正味財産が毎年減少する。減少分を補填できる制度があればよいのだが。

また、定期提出書類は簡略化をお願いしたい。（再掲） 

 決算書の作成の手間、所轄機関への書類提出など。 

 毎年の定期提出資料を軽減。 

 定期提出書類の分量が多い。 

 定期提出書類や変更届の提出が期限までに出すことに追われて、日々の業務に支障が出る

ことがある。 

 提出書類（web 含めて）作成等々複雑で難しい。 

 内閣府への報告等が煩雑で非常に手間がかかる。 

 定期提出書類に係る作成事務負担の削減を図る為、提出書類の削減を希望するが、求めてい

る側の意図が理解不十分であり、具体的改善まで至りません。 

 簡素化してほしい。 

 事業報告書の作成が負担。 

 収支相償など会計の仕方が素人では運営できない。提出書類も複雑。新しい事業なども運営

するまでに時間がかかる。縛りがきつい。素人でもできるように簡略化もしくは専属アドバ

イザーが欲しい。（再掲） 

 収支相償のため年々運転資金が減少している。収入が固定しているため、備品修理など緊急

的な支出に対応できない。公益目的事業収益の一定割合を基本財産として積み立てできる

ようにしてほしい。 
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事業報告の提出に当たり作成書類が多い。（再掲） 

 「事業報告等」の内容が煩雑。 

 立入検査の回数が多いように感じる。だいたい２年に１度のペース。変更認定申請はそう頻

繁にある訳ではないが、近く手続きが必要になる可能性があるので、事務負担が大きくなる

と感じている。（再掲） 

 事業報告等の定期に提出を要する書類、変更認定申請・変更届出などの書類の作成（再掲） 

 収支相償による仕組みを具体的にどのように改善すれば良いか、定期提出書類のどの部分

の改善が必要であるかということ。（再掲） 

 定期提出迄期間が短い 

 安定した経営のために必要な運転資金の確保に苦労。収支相償の剰余金の解消について、過

去の損失（赤字）の充当も認めてほしい。事業報告における社員名簿の提出を不要にしてほ

しい。（再掲） 

 作成に時間がかかる。 

 収支相償や定期提出書類の煩雑さには毎年苦労します。何とか簡略化していただきたいで

す。（再掲） 

 作成する書類が多いため負担に感じる 

 定期提出書類を理事会・総会後の忙しいので１ヶ月延長してほい。 

 内部留保を積み立てにくい収支相償のルールは組織の継続性の観点からは問題が大きい。

例えば「公益目的事業の黒字は全体の収益の〇％以内」といったルールに変更することで継

続事業体に必要な内部留保を積み立てやすくなる。 

定期提出書類は、別途提出している貸借対照表等では不明な数字のみ記載するようにして

もらえないか。（再掲） 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 55 件）  

 定期提出書類の締切と理事会・評議員会などが重なり時間的な余裕が少ないので、締切をも

う少し伸ばしてもらえないでしょうか 

 3 月の決算から３カ月以内に監事監査・理事会・評議員会を実施し、行政庁へ届出を行うま

での期間が短い。 

 予算規模に応じて、省略できる書類があると良い。 

 事業報告作成が複雑で判りにくい。 

 書類作成に時間を要する。 

 初めての業務内容なのでわかりづらかったため、記入内容がよくわからなかったため。 

 作成する書類が多い 

 事務量が多い 

 全体的に作業ボリュームが多い。もっと軽減できないのだろうか、と感じる。 

 公益法人の仕組みの理解が不十分な点。定期提出書類作成に時間が係る点。 

 ①期初の予算作成時には前年度の収支相償額を暫定としており、決算理事会で確定された

後に確定した収支相償額を補正予算として組み込むがコロナ禍以降、金額が多く大変であ

る。 
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②公的目的事業比率について税務署より 80％の指摘があるが、根拠がなく通常の 50％で運

営ができるに苦労している。 

③事業報告等が理事会資料としてしか機能しておらず、改善が必要。 

④各事業の報告書等の作成が追い付かず、難儀している。（再掲） 

 諸手続き等事務が専門的知識を必要とするため司法書士や経営研究所へ支援の業務委託し

ている 

 人数が少ないので立ち入り調査などがあると通常の業務が圧迫されます。3 年に 1度の割合

は頻度としてはかなり多いと思います。 

役員改選による変更届けを定期提出書類提出（6 月 30 日）以前に行うべきという指導を受

けましたが、理事会や評議員会と登記になかかる日数を考えるとかなり無理な日程を組ま

なくてはならず負担です。（再掲） 

 事業報告書の作業量が大きく、また決算、理事会、監査などで忙しい時期出ることから、余

裕をもって作業に望めない。 

 財団の事業報告と同じ内容を再度定期提出書面に記載する必要がある。 

 事業報告等の係る届出書の添付書類は数量、記載事項も多く事務作業が負担。 

 定期提出書類が煩雑。 

 定期提出書類の作成時期が法人運営の繁忙期と重複している点などを踏まえ、事務の軽減

等が必要。 

 定期提出書類の作成が複雑であること。 

新たな事業を行う場合、内容によっては変更認定をし、認定されなければならないこと。

（再掲） 

 書類の作成等、申請準備に多くの時間を要する。 

 決算報告に関する定期提出書類の作成について、当方の事業報告書・決算書に記載されてい

る事項については、フォーマットへの入力を省略したい。 

 当該年度終了から決算・理事会・評議員会までの期間がタイトである。 

定期提出書類のより一層の簡素化を希望。 

 手続きが複雑である。 

 事務局を少人数で運営しているため書類作成事務の為に費やす職員の負担が大きい。 

 収支相償による事業活動への制約、種々・多量にわたる書類・資料等の作成に要する膨大な

時間や労力（再掲） 

 定期提出書類の内容が複雑かな。もう少し簡略化されるといい。 

 就任間もないため書類作成に苦労している。 

 決算や予算の関係書類の作成が複雑になって事務量が増大した。 

 6 月の定時評議員会後から事業報告の提出期限までに時間的余裕が取れない。事業報告の書

類が多すぎる。 

 報告の簡素化（毎年同じことを記入することの意味不明） 

 定期報告書類（事業報告関係）のボリュームを減らす 

 決算事務が複雑である。定期提出書類で作成する事務量が膨大である。 
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 定期提出書類は、団体で作成している書類（事業報告書・決算書等）としていただきたい。 

 定期提出書類を内閣府に提出するため、同内容であるにも関わらず、内閣府側の定型にそろ

え直し提出事務作業 

 公益法人というだけでコロナ対策の緊急特別融資が受けられず運営の危機に直面している。 

①法人の管理費を賄えるような規模の収益事業はできない法人です。公益目的事業に関連

する物品の販売などは小規模であれば公益目的事業に入れてよいということで僅かな関連

物品の販売は行っていますが微々たるもので、公益目的事業収益のみでの事業運営は難し

くなっております。従来個人や企業からの寄付等はない法人で、今後寄附活動にも注力して

いく必要がありますが実際の寄附が見込めるわけではありません。現行は規制があるため

できていませんが、公益目的事業に関わらない活動でも小規模の収益活動は公益目的事業

として容認してもらいたいです。また、こういう収益活動にはどういうものが考えられるで

しょうか？ 

②公益目的事業収益には年ごとに変動があり、僅かでも収入が上回った場合に特定費用等

として管理していないと収支相償違反とみなされてしまいます。（次年度には支出すると予

想される程度の金額であれば）次年度の予算に対しての割合を決めて、違反に問わない方策

を考えて下さい。 

③定期的な提出書類の作成や変更に関わる手続、立ち入り検査の対応に対して外注する予

算が取れません。会計面は会計士に委託していますが小規模の法人で人手もなく負担が大

きいです。 

④観光に大きく関わる法人なので、コロナ感染の影響で収益が激減しています。しかし、国

や県・市のコロナ感染拡大による緊急特別融資や助成金には、公益法人というだけで受けら

れないものが多く、公益事業目的の流動資産や特定資産を取り崩しながら事業運営を続け

ているとこの状況がさらに続けば事業継続はできなくなります。 

公益法人から一般法人に変わることも考え始めています。（再掲） 

 提出書類の確認に時間がかかる。再提出する場合，繁忙期と重なり手間取ることがある。訂

正箇所について，分かりにくいことがある。 

 提出書類について、わかりづらい、チェックがしづらい 

 公益財団法人なので仕方ないことですが、取扱書類が多いこと、理事会等の召集手続きの負

担が大きいことです。 

 当財団は公共施設を指定管理者と運営しており、指定管理者の定期提出書類もあり作成事

務負担が大きくなっている。 

 財務諸表や報告書から適正な運営が認められれば、収支相償や遊休財産の基準は必要ない

のでは。定期提出書類を提出用に作り替えるのが二度手間ではと疑問に思うことがある。→

いずれも熟考したわけではなく、監督側からすれば仕方がないのかもしれない。（再掲） 

 大幅な事業の変更がない場合は、事業報告書についても事業計画書を提出するときのよう

に、各法人で作成している事業報告書のデータを添付し提出する形で良いようになるとと

ても助かると感じています（大幅な事業の変更がない場合は、「個別の事業内容について」

のシートの作成が省略できるなど）。 

139



V．付属資料 記述回答 [公益法人編] 

140 

 

 作成書類が多く、作成の期限もシビアなこと。 

 とにかく資料作成が多い 

 法人内の問題だが、定期提出書類作成に携わる職員が１名のため 

 定期提出書類の作成ボリュームが多い。 

評議員会及び理事会が代理出席が認められないため、開催日の日程調整に苦慮する。 

 資料の整理・準備等に時間を割かれる。 

 毎年度の事業報告等に関して、提出後の質問事項 (特に費用･収益の増減要因) が非常に細

かく、また多岐にわたるため、対応に多くの時間と労力がとられること。 

 ①制度上、公益目的事業の財源確保は、収益事業で得られた利益に依存するが、前年度は、

コロナ禍で収益事業では補えない状況になったため、この状態が続くと資金ショートの可

能性がでてくる。至急なんらかの対策を講じてほしい。 

②毎年の定期提出書類の計算方法などがとても紛らわしい（難しい）。（再掲） 

 収支相償により、運営上必要な内部留保額の確保に苦慮している。公益目的事業剰余金の一

定額までは内部留保に回せるよう制度改正または収支相償の廃止をお願いしたい。 

定期提出書類を作成するにあたり、詳細な説明が記載されている手順書と解説書があると

作成しやすくなる。 

書類作成に係る事務量が多い。提出期限がタイトであり、もう少し余裕がほしい。（再掲） 

 事業報告及び計算書類の作成のための事務量が大きく負担が大きい。 

 定期提出書類については、作成時に労力と時間がかかるため簡便化してほしい。 

 毎年度の春先、予算・決算の作業で多くの事務量をこなさなければならず、これに加え、各

書類を提出するといった作業が重なるため、事務負担が大きい。 

 事務手続きが膨大で、本来事業の運営に支障をきたしています。定期提出書類等の簡素化を

望みます。 

 手間、時間がかかりすぎる。 

 事務手続きが複雑、膨大で、支援業務に支障が出ている。専門家に依頼する資金もなく、小

規模な団体には手続きを簡単にできないか。 

 

gg）） 財財務務・・会会計計にに関関すするるもものの（（財財務務３３基基準準をを除除くく））  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 8 件）  

 従事割合等について、制約があり苦労している。 

 税理士等専門家の関与が必要であり、業務の一部を委託している。また、前データの活用等

が難しい。 

 公益法人インフォメーション製 EXCEL 書式の入力が煩わしい。入力ミスに気づかないまま

提出できてしまう。 

区分経理が煩雑で経理職員の負担が大きい。 

役員の改選が 2 年おきにあり、役職員の公益会計基準等への理解度に差があり、理事会と

して意思統一を図るのが困難。 
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他会計振替を 50％以上した場合に作成義務のある貸借対照表内訳表の作成が困難。 

入会金収入の具合によって遊休財産保有制限に該当する年が生じる可能性があるが、年度

末近くにならないと分からず、また、遊休財産保有制限に当たるか否かの算出も煩雑である

うえに、時間がない中で対策を講じなければならないため、負担が多い。（再掲） 

 法人として行う生産活動内容は公益事業も収益事業も同じため財務上の仕分けに苦労して

います（仕分けに正当な根拠があるかどうか）。 

 会計区分が複雑であり、実施事業の認定申請の業務負担が大きく、自由度が低い。（再掲） 

 決算処理方法。 

 事務費の％、最低賃金の扱いについて。 

 収支相償とする際に補助金等の精算事務（再掲） 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 8 件）  

 単年度収支の影響が大きく、解決策を対応する場合のルールが厳密で複雑 

 一般になじみのない公益法人会計基準を用いるため、正味財産増減計算書や収支予算書・収

支計算書、他会計振替等予算・決算関連書類の作成及び役員へ（一般会計との違い等）の説

明に苦慮している。 

 費用や固定資産の按分作業が煩雑。一桁単位円の按分で小数点以下５、６まで出して計算す

る必要性があるのか。もっと簡単な方法はないものか。 

事務煩雑な割に税金の優遇措置が感じられない。 

 決算事務が複雑である。定期提出書類で作成する事務量が膨大である。（再掲） 

 会計処理が民間事業に比べて特別の部分が多い。 

 計算書類等の作成がむつかしく外注せざるを得ない ⇒ 大きな経済負担となっている 

 公益目的事業会計の非資金収益(長期前受金取崩益)による費用とのバランス確保。 

 法人会計のやりくり。 

  

hh）） 機機関関運運営営にに関関すするるもものの（（職職員員人人事事等等をを含含むむ））  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 22 件）  

 ①決算総会の前の理事会まで、中１４日厳密にあける必要があるのか？短縮されたし。 

②行政庁の細かい指摘がどんどん細かくなっていく。移行当初と現在と差がありすぎる。 

③遊休財産について、特定費用準備資産の計画終了後の残金は、その年度中は特定資産扱い

し、翌年度から遊休財産にしないと、当該年度は遊休財産に抵触してしまう。 

④内閣府へ、事業報告の内容に、添付の報告と同じ内容を記載させ、複雑化し、事務の手間

を増やすようなことはやめて欲しい。（再掲） 

 理事の日程調整。 

 理事は当て職のため理事会開催日の調整が負担。 

 理事への業務報告が文書では不可ではコロナ下ではどうか。 

 公益法人インフォメーション製 EXCEL 書式の入力が煩わしい。入力ミスに気づかないまま

提出できてしまう。 
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区分経理が煩雑で経理職員の負担が大きい。 

役員の改選が 2 年おきにあり、役職員の公益会計基準等への理解度に差があり、理事会と

して意思統一を図るのが困難。 

他会計振替を 50％以上した場合に作成義務のある貸借対照表内訳表の作成が困難。 

入会金収入の具合によって遊休財産保有制限に該当する年が生じる可能性があるが、年度

末近くにならないと分からず、また、遊休財産保有制限に当たるか否かの算出も煩雑である

うえに、時間がない中で対策を講じなければならないため、負担が多い。（再掲） 

 理事会での特定理事の独走やその他の理事の無関心。会員減少による資金不足、定期的寄附

金が得られない。 

 理事会と総会の 2 週間の期間が厳しい。役員変更届出のシステム入力が、以前よりは作業

しやすくなったが、２重に作業が必要な部分もあるので、改善してほしい。 

 担当する常勤の職員（正規雇用）がいない 

 常勤事務員はなく、週 2 日の短時間パートの事務員一人を雇うだけの会である。そのため

選挙で 2-8 年で交代する理事(理事報酬なし)で事業実施だけでなく、会議出席・報告書や

計画書作成など会運営部分に本職プラスで従事するため 会の運営が分からないまま従事

し始め 慣れるかどうかで交代となる。今回のアンケートも例年されているようだが、前任

者からの申し送りや前年提出データもなく、わからない言葉をネットで繰りながら会の歴

史のことをわかっていないのに入力する状態である。このような無償ボランティア活動の

ため、本業縮小せずの従事となり、心理的にも経済的にも理事や委員の任期内の負担が大き

い。時期理事や委員の従事者が見つかりにくい。 

理事や担当委員の労働対価を正当に払うだけの会員数増加は見込めないため、収益事業の

発掘が必要。収益事業と公益事業とのバランス、元理事報酬規程の改定、会員の承諾をとり

会費の値上げなどが打開策だろうが、理事任期期間内では今の母子のための公益的事業が

ますます増える中、その運営を行うのがいっぱいで、自分たちのためにそこまで力を尽くす

余裕はない。このような選任理事や事務員のいない団体に例えば理事会に毎月出席し、議事

録を作成し、公益提出書類の作成と申請をしてくださる職員を公的に無料派遣してくださ

るとそれだけで会の本来の目的の公益事業にだけしっかり取り組め 理事になる負担が少

なくなるだろうなと思う。 

 定時総会後から決算報告等の期限が短い。 

 収益が黒字や赤字になった場合の対策を毎年行い、３年間同じ状況が続いた場合に監査等

があるので、やり繰りが大変です。（再掲） 

 正会員、役員（理事・監事）の意識改革。 

 コロナ禍で人を集めて会を開催することが難しく、書面表決にすると全員の賛成を得なけ

ればならないことが難しい。 

 議事録作成等の手数がかかる。 

 少人数での運営であり、事務的負担が大きい。 

 運営の知識を持った人員の確保が難しく，ごく一部への事務作業負担が非常に高くなる。 

 コロナウィルス下における理事会運営。会員でないと書面決議ができない 
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 コロナ禍により総会・理事会の通常開催が難しい。 

 担当理事の負担が大きい。 

 青年経済人の集まりなので作業時間が非常に少ない。また、会員減少により、公益比率をク

リアするのが難しくなってきている。（再掲） 

 スタッフが少ないので毎年の事務手続きが大変。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 29 件）  

 新型コロナウィルス感染症防止のため、会議の開催が難しい状況にある。 

 報告の理事会について実開催を求められているが、報告内容について特別な内容が無い限

り実開催ではなく報告の省略を認めてほしい。 

 〇金融庁が銀行に行っているように、立入「検査」から事前の指導・相談体制に移行すべき

である。 

〇法の立て付けでは評議員会は最高決定・監督機関であるが、実態は非常勤の評議員から構

成されており、真に十分な業務運営（理事会、理事の業務執行等）への監督機能等が果たさ

れていない。効果的な監督機能を発揮するための実態的なガバンナンス【非常勤構成員を前

提としたガバナンスの在り方・強化】が議論されるべきである。（再掲） 

 小規模法人なので、専門の職員を雇えないので、苦労している。 

 一般になじみのない公益法人会計基準を用いるため、正味財産増減計算書や収支予算書・収

支計算書、他会計振替等予算・決算関連書類の作成及び役員へ（一般会計との違い等）の説

明に苦慮している。（再掲） 

 会議開催の各種手続きの簡素化。 

 決算理事会と評議員会の間隔を１５日以上空けなければならないことについて、役員構成

が医療機関関係者が多いため、調整に苦慮している。 

 評議員や理事が、首長や大学教授等のため、日程調整が難しい。また、この２年は新型コロ

ナウィルス感染拡大防止の観点から、会議直前まで会場での開催か、ＷＥＢ会議か、書面同

意かを見極めなければならず、全て同時進行で準備してきたので、手間がかかった。 

 毎年担当者が変わることにより、システムの入力など一から調べる必要があるため。また、

市議会との日程調整で理事会、評議員会の開催日程調整にあまり猶予がない。 

 理事会、評議員会の代理出席が認められないこと。理事会及び評議員会で急遽出席定数を満

たさない可能性がある。Ｗｅｂ開催等について、対応できない役員等もいることを想定して

ほしい。 

 コロナ禍の中での理事会運営が難しくなっている。書面議決、Web 会議方式という選択肢も

あるが、書面議決だと常勤理事の業務執行報告ができないし、Web 会議方式については、高

齢でネット環境のない理事も多く、現実的ではない。このため、コロナ禍の中でも年２回の

定時理事会はリアルで開催せざるを得ないが、理事の不安も感じるし、今後コロナ感性がさ

らに拡大すればどうなるかという不安感が大きい。 

 当該年度終了から決算・理事会・評議員会までの期間がタイトである。 

定期提出書類のより一層の簡素化を希望。（再掲） 

 担当者が全員非常勤のため、締め切り管理が難しい。 
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 職員が１名で対応しており、非常時の対応にリスクあり。 

 ①事業報告公益法人 Info からの入力で前年データの活用等工夫はされているし、マニュア

ルも整備されているが、1 年に 1度のことでもありかつ、マニュアルも膨大であり、報告の

頃は平日昼間に日常業務の中で作業しても効率悪く、休日のじっくりマニュアル等をチェ

ックしながらの作業とならざるを得ない。 

②コロナ対策で web での理事会・評議員会開催も実施しているが、面前での懇親会も含め

た情報交換の中で意思疎通が図れたものが、同時かつ相互通話 web 会議であっても、面前

と同等の効果までは得にくい面がある。（具体的な改善要望ではありません） 

 企業財団のため、事務局の業務と本業が掛け持ちで、人手と時間が不足している。 

 事業報告や計算書類、会計、立入検査の対応など、公益法人特有のルールがありますが、親

会社（株式会社）から出向してくる担当者もいるため、都度教育が必要となり、法人内での

運営ノウハウ引き継ぎに苦労しています。 

 コロナ禍でも代表理事の職務執行状況報告のため理事会を招集しなければならない。書面

報告を認めて欲しい。 

 決算に係る評議員会が理事会決議後２週間開催不可であるので、同時開催を可能となるよ

う要望する。 

 評議員、理事等の適正な人員（後継者）の確保。 

 公益財団法人なので仕方ないことですが、取扱書類が多いこと、理事会等の召集手続きの負

担が大きいことです。（再掲） 

 事務局員数が少ないため、特定時期の業務が繁多となる。 

 コロナ禍で、法人法第９１条第２項の代表理事及び事務執行理事による理事報告ができな

い。改善が必要。 

 少人数での運営の為、担当者の負担が大きい月がある。 

 当該法人に勤務したばかりで不慣れであり、また、職員体制が脆弱であることから、決算、

役員会の開催、事業報告等々、年度当初の業務が膨大で対応に苦慮した。 

 定期提出書類の作成ボリュームが多い。▲評議員会及び理事会が代理出席が認められない

ため、開催日の日程調整に苦慮する。（再掲） 

 コロナ禍の影響で助成金など予算が組み難い。また、理事会、評議員会、贈呈式など日程が

組み難いため。 

 評議員、理事など無報酬の為か会議等の日程調整が難しい。 

 コロナ渦にて活動が計画どおり行えず、収支相償の達成や理事会・評議員会の運営（リモー

ト対応）に苦慮している。（再掲） 

  

ii）） シシスステテムム（（公公益益法法人人 IInnffoorrmmaattiioonn、、電電子子申申請請等等））にに関関すするるもものの  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 28 件）  

 電子申請システムによる報告の内容が詳細のため、慣れないうちは事務処理に苦労したと

ころ。 
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 電子申請の入力項目だけのために既存資料（議案書等）から数値を拾い出し入力しなければ

ならず、転記のミスのほか、利用できることになっている既提出データに誤りのあった場合

には、錯誤個所を特定したうえで申請数値を再構築せざるを得なく、項目ごとに年 1 回程

度の申請のために、ほかに利用することもない書類作成に時間と労力が費やされている。法

人規模に応じて、各法人の総会議案書など既存資料の写し提出のみとするなどの改善が必

要。 

 定期提出書類の添付資料として登記事項証明書と国・県・市の納税証明書が求められる。▲

個人・法人・公共機関が利用できる登記情報サービスに、令和３年 7 月１９日から公益法人

Information と登記情報システムの連携が開始されたところです。 

納税証明書の申請時に県及び市は、法人代表者の変更時に、登記事項証明書の提出を求めて

いることから、県及び市に登記情報サービスを利用することにより、法人に対して国同様に

登記事項証明書の提出を不要とできないかメールで問い合わせたところ青森県環境生活部

県民生活文化課消費生活・公益法人グループからは電話で、並びに五所川原市税務課はメー

ルで「今後も法人情報に変更等があった際は、登記簿の写し等の提出を求める」旨の連絡が

ともに 7月 27 日午前中にありました。 

青森県は商業・法人登記の取り扱いは青森地方法務局のみで、登記申請並び登記事項証明書

の発行に青森市に赴く必要があります。県・市が今後も納税証明書発行時に登記事項証明書

の提出を求めるのであれば、公益法人 Information と登記情報システムの連携の利用は事

務負担が増すことになります。 

地方公共団体すべてに、登記情報サービスを利用することを国が促して欲しい。（再掲） 

 事務量が多く複雑多岐で、電子申請・提出にかかるシステム上の理解も難しいなど。（再掲） 

 税理士等専門家の関与が必要であり、業務の一部を委託している。また、前データの活用等

が難しい（再掲） 

 電子申請+コピーを 2 部送付している。→電子申請だけで済むと楽になる。 

 公益法人インフォメーション製 EXCEL 書式の入力が煩わしい。入力ミスに気づかないまま

提出できてしまう。 

区分経理が煩雑で経理職員の負担が大きい。 

役員の改選が 2 年おきにあり、役職員の公益会計基準等への理解度に差があり、理事会と

して意思統一を図るのが困難。 

他会計振替を 50％以上した場合に作成義務のある貸借対照表内訳表の作成が困難。 

入会金収入の具合によって遊休財産保有制限に該当する年が生じる可能性があるが、年度

末近くにならないと分からず、また、遊休財産保有制限に当たるか否かの算出も煩雑である

うえに、時間がない中で対策を講じなければならないため、負担が多い。（再掲） 

 定期的電子申請業務の簡易化。 

 役員等の名簿を作成するにあたり、生年月日を西暦入力して和暦に変換がされるが、元号を

選択し年月日を入力する変換方式に改めると入力し易くなるので改善をお願いしたい。 

 役員名簿を登録する際に西暦で入力するが、和暦をプルダウンで選択し、年月日を入力する

方式に改善願いたい。 
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 エクセルファイルにおいて、セルが結合されているため、コピペができない部分がある。寄

付金として受けるハードルが高い。 

 電子申請報告業務事務の輻輳。 

 システムの入力が煩雑。 

 提出書類のシステム上での変更等があったとき。 

 事業報告シートの内容、システムが理解しずらい。 

収支相償を毎年満たせば、事業継続できない。（再掲） 

 理事会と総会の 2 週間の期間が厳しい。役員変更届出のシステム入力が、以前よりは作業

しやすくなったが、２重に作業が必要な部分もあるので、改善してほしい。（再掲） 

 年に数回だけの作業となるため、システムが新しくなってから少し作業が複雑になったよ

うな気がする。提出する書類が多く、大変。（再掲） 

 定期書類の提出時、システム上の不具合があることが多く、そのために時間をとられてい

る。 

システムを簡略化してほしい。 

 毎年の電子申告が大変。 

 報告システムに慣れるまで相当の期間を要する。報告書を作成できる人間が限られている。 

 立入検査の間隔（３年→５年など）、インフォメーションでの申請書類に自由記載の備考欄

をたしてほしい（いままではあったが、バージョンアップ後削除されてしまった）（再掲） 

 報告書シート間のリンクにより，記載順通りに作成する必要がある。半角全角の入力ミス不

可。 

 定期提出書類の提出のためのシステムが、非常に使いづらい。（再掲） 

 公益になり、従来より会計処理が煩雑になった。だいぶ、入力方法が改善されたが、事業ご

とに作成するとの指示で作成した決算書をもって、入力完了とする様にしてもらいたい。現

状では二度手間で作業効率がまだ悪い。 

 事業報告等が電子申請で、その申請方式が度々変わる。せっかく慣れ、覚えたことがリセッ

トされる。 

 提出書類（web 含めて）作成等々複雑で難しい。（再掲） 

 Web 回答+コピーを 2 部送付している。→Web 回答だけで済むと楽になる。 

 事業の性質など、監督官庁に都度説明しているが担当者が変わるたびに説明を求められる。

定期提出書類（特に事業報告）の作成システムの使い勝手が悪い（再掲） 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 31 件）  

 提出書類の入力が分かりにくい。 

 事業報告の記載内容が、財務諸表・事業報告書の中から簡単に抽出できるようにしてもらい

たい。 

 マニュアルが細かく変更が多い。決議の省略と代表理事等の職務執行状況の報告を柔軟に。 

 役員等の変更手続きが煩雑であった。（今後届出システムの改善により解消する模様） 

 定期提出書類の入力項目が多く煩雑。様式チェックを受けなければ、他のシートに数字が反

映されないので、確認がしづらい。様式チェックを受けなくても事前に他シートへ反映させ
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てもらいたい。 

 コロナ禍の様な数年に及ぶ経済変動＝収入変動があった時に公益事業を安定的に維持する

余力が遊休財産の額が 1 年分では足りなすぎる。少なくとも 3 年程度まで上限を上げて欲

しい。定期提出の電子申請で、指定されているエクセル群などの入力が非常に分かりにく

い。インプットシートを作り、そこにインプットするだけで良い様にしてほしい。（再掲） 

 公益インフォメーションポータルサイトの UI（ユーザーインターフェイス）がユーザーに

不親切、特に Web との接点が日常的にない小型公益法人の高齢担当者にはいちいち用語の

意味が不明なことが多いのではと思われる。また文書の文言が用いられる表現方法も一般

につかわれる言い回し以外のもの、用語が特殊分野の関係者だけが用いる一種のローカル

言語が多すぎ、意味の把握ができない人も多くいるのではと思います。 

 定期提出書類など、前回記入した情報が引き継がれないため再度入力しなければいけない

点を改善してほしい。 

 毎年担当者が変わることにより、システムの入力など一から調べる必要があるため。また、

市議会との日程調整で理事会、評議員会の開催日程調整にあまり猶予がない。（再掲） 

 パソコンに習熟していないだけの問題なので支障なし 

 決算報告に関する定期提出書類の作成について、当方の事業報告書・決算書に記載されてい

る事項については、フォーマットへの入力を省略したい。（再掲） 

 当財団の場合は公益目的事業会計と法人会計の 2 本立てとすることが、現状把握を困難し

ている。web 入力時の必要提出書類の選択が難しい。 

 定期提出書類の入力内容が多すぎる。決算書等を添付するのに、その内容を入力するのは 2

重になっており、理解できない。 

 決算書類の記入項目が多い。法人の基本情報や前期から変更がない部分を省略できないか。 

 当方の不慣れなため。 

 遊休財産額の保有制限の判定や控除対象財産など入力項目が細かく、入力がわかりにくい。 

 報告書類の役員名簿は、常に最新のデータが反映できるようにしてほしい 

 定期提出書類については、Web 上でのオフライン入力で行われているが、ソフトウェアの設

計意図と利用者の操作（概念）にしっくりいかない部分がある。 

 内閣府のマニュアルがわかりにくく、自分なりに記入マニュアルを作成している 

 ①事業報告公益法人 Info からの入力で前年データの活用等工夫はされているし、マニュア

ルも整備されているが、1 年に 1度のことでもありかつ、マニュアルも膨大であり、報告の

頃は平日昼間に日常業務の中で作業しても効率悪く、休日のじっくりマニュアル等をチェ

ックしながらの作業とならざるを得ない。 

②コロナ対策で web での理事会・評議員会開催も実施しているが、面前での懇親会も含め

た情報交換の中で意思疎通が図れたものが、同時かつ相互通話 web 会議であっても、面前

と同等の効果までは得にくい面がある。（具体的な改善要望ではありません）（再掲） 

 提出書類について、わかりづらい、チェックがしづらい（再掲） 

 決算や評議員会・理事会の開催、登記などの雑務に追われるため、事業報告に対する時間的

な制約(6月末まで→8月末位)を緩めてほしい。マニュアルをもう少しわかりやすくして欲
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しい（入力の仕方だけではなく、記入例や考え方、チェック事項、添付が必要な書類の詳細

などの説明の充実） 

 書類申請が電子により行われるため、手直し等があった場合のやり取りでスムーズにいか

ない場合が多く、中々処理が完了されない。 

 特定費用準備資金を積立てたことにより決算書と報告書の差異の把握が難しい。 

内閣府への報告書（決算書）が自動で飛ぶものと飛ばないものがあり解りづらい。 

内閣府への変更認定申請や報告書の提出から承認までの時間が掛かりすぎ。（再掲） 

 今年度入力した内容が次年度に反映される形にしてほしい。 

 Web 入力が面倒。 

 決算のどの数字を入力すればいいか分かりやすく示してほしい。 

 内閣府のフォームへの入力に負担を感じる。 

 定期提出書類について、毎年改善されているが、なかなか慣れない。 

 電子申請になり、以前の書類を流用できるのはよいが、一気に全体が見渡せない事、時間が

経過するとログアウトしてしまうこと、書類の種類がたくさんあり、入力形式も違うことか

らどの書類がどこに保存されているかわかりにくい。 

上司決裁にはプリントアウトが必要であり、膨大な量になることなど。以前より手間暇がか

かる。 

  旧字体が変換できない。 

    

jj）） そそのの他他  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 55 件）  

 自主財源の確保に奔走しなければならないが、なかなか確保できない。 

 業務運営人員が少なく、その理解及び運用が難しい。 

 新型コロナウィルス感染症対策の関係で、事業内容の変更が多々ある。 

 補助金申請等の書類作成の負担が年々増していると感じる。 

 定期提出書類の添付資料として登記事項証明書と国・県・市の納税証明書が求められる。 

個人・法人・公共機関が利用できる登記情報サービスに、令和３年 7 月１９日から公益法人

Information と登記情報システムの連携が開始されたところです。 

納税証明書の申請時に県及び市は、法人代表者の変更時に、登記事項証明書の提出を求めて

いることから、県及び市に登記情報サービスを利用することにより、法人に対して国同様に

登記事項証明書の提出を不要とできないかメールで問い合わせたところ青森県環境生活部

県民生活文化課消費生活・公益法人グループからは電話で、並びに五所川原市税務課はメー

ルで「今後も法人情報に変更等があった際は、登記簿の写し等の提出を求める」旨の連絡が

ともに 7月 27 日午前中にありました。 

青森県は商業・法人登記の取り扱いは青森地方法務局のみで、登記申請並び登記事項証明書

の発行に青森市に赴く必要があります。県・市が今後も納税証明書発行時に登記事項証明書

の提出を求めるのであれば、公益法人 Information と登記情報システムの連携の利用は事
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務負担が増すことになります。 

地方公共団体すべてに、登記情報サービスを利用することを国が促して欲しい。（再掲） 

 複数年にわたってプラスマイナスを考えてほしい。（再掲） 

 国債の金利の低下が懸念されているが、それに対する対策が立てられない。 

 １人だけの負担になっていて，体調不良などあっても休めない。すごく不安がある。 

 一般社団法人に戻れない。縛りが多く、本来の事業推進に集中できない。公益法人になって、

こんなはずではなかったと思っても、後戻りできることはできない。公益認定する行政機関

は、公益認定した当時、法人に対して適正なアドバイスがされていたかも疑問である。 

 エクセルファイルにおいて、セルが結合されているため、コピペができない部分がある。寄

付金として受けるハードルが高い。（再掲） 

 コロナ禍の影響で事業実施が厳しい状況です。 

 大きな収益事業がない中で黒字を維持するのがむつかしく名案が浮かばない 

 理事会での特定理事の独走やその他の理事の無関心。会員減少による資金不足、定期的寄附

金が得られない。（再掲） 

 余剰金の活用方法。 

 昨年度までは大阪府所管であったが、従来は認められていた一部の府外での事業が問題と

なり、今年度から内閣府に移行せざるを得なくなり、その審査への対応に苦労をした。 

 コロナ感染の爆発的な拡大に鑑み、事業が出来なくなっている 

 今後のインボイス導入にあたり、財源の確保が困難。 

 コロナ過で事業実施が叶わない場合の特例創設 

 常勤事務員はなく、週 2 日の短時間パートの事務員一人を雇うだけの会である。そのため

選挙で、2-8 年で交代する理事(理事報酬なし)で事業実施だけでなく、会議出席・報告書や

計画書作成など会運営部分に本職プラスで従事するため 会の運営が分からないまま従事

し始め 慣れるかどうかで交代となる。今回のアンケートも例年されているようだが、前任

者からの申し送りや前年提出データもなく、わからない言葉をネットで繰りながら会の歴

史のことをわかっていないのに入力する状態である。このような無償ボランティア活動の

ため、本業縮小せずの従事となり、心理的にも経済的にも理事や委員の任期内の負担が大き

い。時期理事や委員の従事者が見つかりにくい。理事や担当委員の労働対価を正当に払うだ

けの会員数増加は見込めないため、収益事業の発掘が必要。収益事業と公益事業とのバラン

ス、元理事報酬規程の改定、会員の承諾をとり会費の値上げなどが打開策だろうが、理事任

期期間内では今の母子のための公益的事業がますます増える中、その運営を行うのがいっ

ぱいで、自分たちのためにそこまで力を尽くす余裕はない。このような選任理事や事務員の

いない団体に例えば理事会に毎月出席し、議事録を作成し、公益提出書類の作成と申請をし

てくださる職員を公的に無料派遣してくださるとそれだけで会の本来の目的の公益事業に

だけしっかり取り組め 理事になる負担が少なくなるだろうなと思う。（再掲） 

 第一四半期資金繰り。行政からの補助金支給時期を早めてもらうため、運営に介入され自立

や自主性が進まない。 

 新型コロナウィルス感染症の影響で公益事業の実施が十分に実施できない場合など、予算
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の立案に苦慮することがある。 

 特になし。税金で運営していると言われることがある。 

 国庫補助金の申請関連が複雑。 

 公益事業ごとの収支相償 剰余金は次年度に加算される 他事業や法人会計に使用できな

いなど社会変化が大きい昨今 規制がきびしすぎる これは公益事業運営のやる気を削ぐ

ものであり、本来の民による公益の促進の立法趣旨に反するものではないか（再掲） 

 営利法人と価格競争ができない。競争入札で特別扱いは無いため、一般の法人は思い切った

価格で応札するが、当協会は公益目的事業をする分、利益を出す必要があるため、価格競争

で負け、受託が困難になっている。 

 コロナ禍において活動が制限され運営に支障が出てきた。中小企業と同じようにコロナ関

連の助成金が受けられるとよい。 

 低金利で資金運用が困難であること。 

 研修参加費の収入減の補填として保有資金を取り崩す形になっている 

 手続きや報告が複雑な割に公益法人としての利点が見られない。 

 コロナウィルス感染拡大の影響により事業費が大幅に減少、2021 年度もいまだコロナの収

束の目途がたたず遊休財産保有制限に苦労しそうである。アフターコロナを見据えた事業

計画の検討を進めていかなければならないところである。（再掲） 

 人員不足。資産取得資金の計画と運用。 

 収益事業を行おうとする場合、その制約があまりにも多く、実質的に難しい。 

 事業報告の記載方法を簡単にしてほしい。もしくは相談しやすい環境が欲しい。（再掲） 

 剰余金が 5 億円弱あり、記念事業計画を立てているが、剰余金の解消ができるか悩ましい。 

 そもそも公益社団法人である優位性が見いだせない。 

 役員交代時の登記手続き。 

 赤字決算が続いている。公益事業を発展させるためには一般法人のほうが適してると思う。 

 主な収入源であった会費収入も会員減少により少なくなり、赤字が続いております。収益事

業を行うにしても公益法人であれば難しいのでその辺りの基準を緩和頂けると助かります。 

 苦労はしているが、公益的な性格上の制約でやむを得ないものと思っている。 

 当センターはレアケースで、事務系統が上手に機能しなかった点が最たる原因。 

 コロナ等の事情で緊急に公益目的事業の内容変更が必要になる場合に、認定範囲内か判断

が難しいときがある。コロナでイベントを中止し、代わりにＷＥＢでクイズサイトを設け

た。（再掲） 

 収支相償など会計の仕方が素人では運営できない。提出書類も複雑。新しい事業なども運営

するまでに時間がかかる。縛りがきつい。素人でもできるように簡略化もしくは専属アドバ

イザーが欲しい。（再掲） 

 収支相償で公益目的事業をマイナスかゼロにしなければならない。企業からの寄附金が減

り、会費収入の見込みがなく、法人維持に毎年悩みが尽きない。（再掲） 

 規制が多すぎるので一般法人に戻りたい。一般法人のほうが公益活動に専念できる。 

 経済動向に運営が大きく左右される。留保財源の積み立てが必要（再掲） 
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 駅前総合開発ビルに入居しているが、その改修費用を捻出するための貯蓄をすると、遊休財

産となってしまい、その対応に苦慮している。（再掲） 

 事業の制限。公益認定を返上したくてもいろいろと制約がありできない。 

  ふるさと納税に比べて、税制優遇が全く見合っていない。公益法人に様々な公開義務を課

せられているが、行政が情報開示の模範を示さない中では、目指すべき地点がわからない。

私たちも出来る範囲で頑張るが、監督をする行政が（黒塗りではなく）積極的な情報開示の

姿勢や、関係者との対話を重視する模範を示せば、もっと簡単に社会が変わっていくのでは

ないか。（運営母体の公益法人の経理部長の尊い命が失われても何の情報も出てこないが、

自分の法人でスタッフの死亡事案や報道が生じれば、すぐに事業がストップされそうであ

る。公益法人に対する様々な制約は、次の世代へ渡す社会を少しでもより良くするためのも

のであるはずだが、どこかで趣旨が違ってきている感覚がある） 

 コロナ禍では事業がやむを得ず実施出来ず、収支相償や遊休財産が満たせない。このような

場合に制限をかけても、（全てが不要ではないが）本来予定していないものに使用したりし

て全体的には無駄になる。むしろこのような財源を有効活用して、コロナというこの国難を

乗り切るために、公益法人には感染予防対策に主眼を置いた社会貢献活動を行うよう、推進

を図っていった方が良いと思う。（再掲） 

 団体として小規模なので、法人運営に関し事務委託せざるを得ず、経費面での負担が重い。 

 小規模法人対策を考えてほしい。 

 財務 3 基準で不安定な運営を強いられており、一般法人への転換を望む。（再掲） 

  公的機関と同様に扱われ、東京都のコロナ休業補償が出なかった。 

  新型コロナウィルス感染拡大対策のために地方自治体に寄付をした事が認められない事。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 51 件）  

 一般法人への移行が簡単にできるとよい。公益法人のままでいると公益資源を公益のため

に有効活用できない。 

 コロナ禍における経産省支援金について：公益財団法人の申請は審査に時間がかかり支援

金をもらうのに苦労している。 

 公益法人では社会のニーズの応えることができない。 

 収益事業の収益が課税扱いされる点。収益事業について、これの利益は公益事業で使用され

るのだから非課税とすべきと思う。 

 法律表現があいまいなため、解釈や理解に難しい。 

 内閣府から認定を受ける限り、やむなしと考えています。できれば公益認定を返上したい。 

 公益目的事業で得た収益を法人運営に回せないこと。 

 コロナ禍の中で事業が予定通りに執行できないケースがある。 

 年度によって収入に波があり、過年度の赤字を取り戻すのが難しい。また今回のコロナ禍の

ような状況に対応するための資金準備が出来ない。（再掲） 

 公益法人の仕組みの理解が不十分な点。定期提出書類作成に時間が係る点。（再掲） 

 諸手続き等事務が専門的知識を必要とするため司法書士や経営研究所へ支援の業務委託し

ている（再掲） 
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 環境変化や助成対象先の事情等により、事業計画通りの助成実施が困難となった際の規制

クリアのための対応への負担が大きい。 

 苦労している点としては、税金を意識したうえでの公益目的事業と収益事業とのバランス

のとり方。 

 公益事業収入の低さに運営が困難。 

 毎年、収入が安定しないため収入超過の時はいいが、減収の時でも費用は固定化しておりや

りくりに困る。 

 財政基盤の弱体化が進行している。財政基盤を改善させるために一般法人への転換を考え

たが、手続き上の問題があり難しい。 

 事業の継続性と経済的基盤。後継者不足と資産運用による収入の不安定さ。 

 新たな事業を始める際に、始める前の準備・計画が株式会社等に比べて負担が大きい。 

 財政健全化を図ることが困難。公益認定を取得し後悔している。 

 同じような報告を各関係機関に提出しなくてはならない。 

 公益認定取消の具体的基準がわからないため、運営が保守的・硬直的になる傾向がある。公

益認定取消の具体的事例を公開してほしい。 

 新型コロナウィルスの影響で公益目的事業が実施できないなどの現状に備えて一定程度利

益の確保ができればいいのだがそれができないので、規定により公益資格を失う。 

 公益法人として、当然の業務と考えます。 

 収入が運用収入のみなので、予算が立てにくい。 

 公益財団法人の道を選択しましたので決まりを粛々とすべきことと理解しています。 

 コロナ禍で研究発表会が対面開催できなくなり、一時的に未消化予算が発生。 

 事業継続には株式配当は必須だが、その多寡の変化で、毎年汲々としていないといけない。 

 時代に合わせて新しい講座開発を行いたいが、公益認定と収支相償が義務付けられる（再

掲） 

 事業より、手続き業務に多くの時間を割かなければいけない。 

 企業からの高額寄付金は使途を指定してもらい指定寄付金として受ける。 

 収益のほとんどが市の指定管理料であるため、市に準じた予算積算資料等の作成に相当の

時間を要している。 

 提出書類の提出先が複数あり、同一時期にほぼ同内容の報告を行うが書式がすべて異なる

ため、作成事務負担が大きい。 

 一般法人に移行することを考えているが、いろいろと要件があり移行できないでいる。 

 自主的な公益認定取り消しの申請に障害がある。※改善するには欠格事由に関する法改正

が必要。 

 寄付額が予算と異なった場合や今般のコロナ禍での事業の縮小時の対応が困難。 

 定期提出書類の事業計画通りに事業を行うことが、臨機応変なより良い活動への妨げにな

ることがある。立入検査など行政庁の監督を重要視する体制が目立つが、公益法人がより良

い慈善事業を行うために助けとなる体制であってほしい。（再掲） 

 低金利政策下における基本財産運用益等の収益が低迷しているため、様々な工夫が必要な
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中、様々な制限により運営にさらなる困難が伴う。 

 コロナの影響により予算の消化が出来ない。 

 公益法人というだけでコロナ対策の緊急特別融資が受けられず運営の危機に直面している。 

①法人の管理費を賄えるような規模の収益事業はできない法人です。公益目的事業に関連

する物品の販売などは小規模であれば公益目的事業に入れてよいということで僅かな関連

物品の販売は行っていますが微々たるもので、公益目的事業収益のみでの事業運営は難し

くなっております。従来個人や企業からの寄付等はない法人で、今後寄附活動にも注力して

いく必要がありますが実際の寄附が見込めるわけではありません。 

現行は規制があるためできていませんが、公益目的事業に関わらない活動でも小規模の収

益活動は公益目的事業として容認してもらいたいです。また、こういう収益活動にはどうい

うものが考えられるでしょうか？ ②公益目的事業収益には年ごとに変動があり、僅かで

も収入が上回った場合に特定費用等として管理していないと収支相償違反とみなされてし

まいます。（次年度には支出すると予想される程度の金額であれば）次年度の予算に対して

の割合を決めて、違反に問わない方策を考えて下さい。 ③定期的な提出書類の作成や変更

に関わる手続、立ち入り検査の対応に対して外注する予算が取れません。会計面は会計士に

委託していますが小規模の法人で人手もなく負担が大きいです。 ④観光に大きく関わる

法人なので、コロナ感染の影響で収益が激減しています。しかし、国や県・市のコロナ感染

拡大による緊急特別融資や助成金には、公益法人というだけで受けられないものが多く、公

益事業目的の流動資産や特定資産を取り崩しながら事業運営を続けているとこの状況がさ

らに続けば事業継続はできなくなります。 

公益法人から一般法人に変わることも考え始めています。（再掲） 

 コロナ禍のため計画通りの事業活動の展開が困難となっている。 

 特定費用準備資金を積立てたことにより決算書と報告書の差異の把握が難しい。 

内閣府への報告書（決算書）が自動で飛ぶものと飛ばないものがあり解りづらい。 

内閣府への変更認定申請や報告書の提出から承認までの時間が掛かりすぎ。（再掲） 

 金銭的、人員的に継続が困難。 

 コロナ禍の影響で助成金など予算が組み難い。また、理事会、評議員会、贈呈式など日程が

組み難いため。（再掲） 

 特に、報告手続を失念し手間取ってしまう。 

 収支相償で事業活動が制限されるとまではいかないが、その年の状況により収支プラスと

なることもあるため、収支相償を毎年ではなく数年単位で判断するようにしたら良いと思

う。公益法人固有の問題ではないが、運用収入の減少に苦労している（再掲） 

 申請してから半年以上、承認に時間がかかる 承認前の実施ができなければ新たな事業は

できない逆に承認前の実施が可能であれば手続きシステムの簡素化を要望。 事業計画に時

間がかかる。（再掲） 

 公益認定を返上したいところですが、残余財産の処分などの手続きがあり困難。公益法人に

移行して後悔している。 

 制度そのものが複雑で、全体的に簡素化してほしい。要件を満たすこと、事務手続きを行う
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ことがメインの事業になっている。 

 エクセル入力が細かすぎ。また、専門家しか分からない箇所もある(別に計算書、決算書を

添付しているにもかかわらず)。事務が少人数のため書類作成、提出準備が大変である。小

規模は法人にも対応が可能な内容にしていただきたい。 

 利益を会員に還元できない。 

 収入が減っているが、増やすことが出来ない。組織運営、財政基盤の改善を考えると一般法

人が適切。 

 制度変更や機関運営に関する法律や最新情報について、常に自ら情報を得る努力を続けな

ければいけないことが、業務の負担になっている。 

  

kk）） ななしし、、特特ににななしし。。  

 公公益益社社団団法法人人  （（回回答答数数  44 件件））  

 特になし。税金で運営していると言われることがある。（再掲） 

 なし、特になし。（計 3件） 

 公公益益財財団団法法人人  （（回回答答数数  22 件件））  

 ない、特になし。（計 2件） 

 

((44)) 「「再再度度選選択択すするる場場合合のの法法人人類類型型」」ののそそのの他他回回答答  
 公公益益社社団団法法人人  （回答数 11 件）  

 役員の意向は公益法人であるが、事務方としては一般社団法人でよいと考える。 

 考えたことがないため不明だが、公益法人だと思う。 

 担当行政庁の指導により公益法人としているだけ。 

 全国組織であるため、全体の動向による。 

 公益法人が理想だが一般法人も視野に入る。 

 様々な届出手続きが簡略化されるなら公益法人。 

 現状において正確な分析ができていないため不明。 

 理事会の専権事項であり不明、現在他の法人格に移行したいとの意見はない。 

 公益法人と一般法人には一長一短があるんで単純に判断できない。 

 今まで通りの免税・減税（実費弁償方式による確認申請など）をうけつつの一般社団法人。 

 同類の他県の団体もバラバラであるため、メリットがよく見えず、わからない。 

 一般社団法人。 

 公益活動に専念するためにも一般財団法人に転換したい。 

 公益法人と一般法人のメリット・デメリットを検証して検討する必要がある。 

 どの法人を選んだらシルバー人材センターという制度に良いかわからない。 

 事務局では返答できない内容。理事会での検討となる。 

 正直に言えば別段法人格を取得しなくてもよいのでは。 

 公益法人あるいは社会福祉法人。 
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 他の法人格の運営について知りませんので回答を留保します。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 ８件）  

 別の法人に移行する体力はもうありません。 

 その時の状況によるので、今はわからない。 

 一般社団法人。 

 行政機関資産の管理事業であるため公益法人であるため。 

 想定していない。 

 宗教法人。 

 来年度から指定管理者となり、主財源が市の補助金から委託料へ移行するため、検討中であ

る。 

 公益事業に専念するのであれば一般法人が望ましいが、選択の余地がない。 

 

((55)) 「「寄寄附附金金をを募募集集ししてていいなないい理理由由」」ののそそのの他他回回答答  
 公公益益社社団団法法人人  （回答数 43 件）  

 寄付を募る性質の事業展開ではないと判断するため。 

 必要ないため。 

 コロナ禍により寄付依頼活動を自粛した。 

 賛助会員の仕組みがあるため。 

 寄附金は想定していない。 

 寄付金の集まる見通しがない。 

 そのような法人ではない。 

 寄付者が寄付金として申告できない。 

 支出目的もなく寄付金を募集して余った時、収支相償適用のために難儀する。 

 定款上規定がない。 

 2021 年度に開始予定。 

 現時点では募集期ではない。 

 募集に応じてくれる県内企業が相当数見込めない。 

 社会福祉法人と違い、寄付金募集行為が事業になじまない。 

 今年よりどうしても事業にかかわる資金不足を感じ、寄付を積極的に声かけました。この後

の事務作業がどれくらい大変か憂鬱です。 

 公益事業が主たる目的のため、事業収入及び補助金等で運営できるよう努力している。 

 会費収入で間に合っているため。 

 寄付を求めるような事業構成となっていない。 

 寄附金の話がない 

 募集はしている。 

 収支相償により寄付者の意思に反し、寄付金の効果的な活用が期待できないため。 

 寄付をした人への税制上のメリットを出すハードルが高い。公益法人なのにその実績を数
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年にわたって出さねばならず、今年寄付しようとした人が現れても実績を積んで承認を得

るまで待ってくださいではタイミングを逸することになる。実際になった。 

 以前は、少額の寄付金があった。 

 寄付は必要としていない。 

 会費・補助金等で運営が可能なため。 

 法律で定められた法人であり、寄付金の募集は当協会の目的に合わない。 

 事業の目的が異なるため。 

 事業の性格上、寄付はそぐわない。 

 行政に対し又事業運営にあたり正しいと思う事にできるだけ制約受けず自由に事業に制約

受けたくない。 

 寄付の可能性が薄い。 

 事業収入ほかで間に合っているとは言わないが、寄附を受けても期待される額が与える影

響は軽微であると予想されるため。 

 寄附実績がなく、現時点では想定されないため。 

 賛助会費で賄っているから。 

 内部不詳事のため穴埋めとして、長期間会員から多額の寄付を募集し、やっと終了して間が

ないことから。 

 寄附金を募集する機運が生じていない。 

 将来的には寄附金募集も選択肢の一つと考えている。 

 企業・団体等には賛助会員として入会いただき、会費をいただいている。 

 関係者が少なく寄附する対象が見込めない。 

 募集していないわけではない。 

 見込が期待できない。 

 ここ 2 年間はコロナ禍により事業が開催できず、寄付金を募集していない。 

 賛同を得られる分かりやすい事業形態でないため。 

 状況が厳しく寄付金を出す人はいない。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 30 件）  

 国・県の補助金により指定された事業を実施している。  

 会費等で対応できるため。 

 現在の配当収入で間に合っているため。 

 事業の性質上による。 

 まだ事業の計画段階であり収支のバランスは取れている。  

 寄付を募る内容が今はない。 

 親会社からの寄付金だけで運営できているから。  

 目的とする公益事業は、寄付金収入を充てることになじまない 。 

 寄附を必要としていない。  

 募集する必要性が無い。 

 主に株式配当金収入で間に合っているため。  
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 収支相償があるので不確定な収入は経営を困難にする。  

 助成金と運用収入で間に合っているため。 

 現在、法人の事務局スタッフが少なく募集作業が困難。  

 理事らが寄付金に無関心。 

 運用収入の他は事業資金取り崩しで対応。 

 寄付元が特定されているため。 

 当法人は寄付金事業になじまない。  

 行政機関からの補助金で運用しているため。 

 親会社の寄付金で間に合っているため。 

 必要な場合は理事長の関連企業から寄付してもらえるから。 

 寄附金を募集する具体的な目的がない。 

 事業や運用に活用できる程に寄附金が集めることは難しいと感じており、募集後の説明責

任の義務、事務負担を考えると、当法人では寄附金の募集は見送っておくのが良いと感じる

ため。  

 寄付がなかった。 

 以前募集したもので賄えているため。 

 業務多忙により寄附金まで頭が回らない。 

 他と競合するため募集しても応募者が見込めない、  

 寄付金を募る事業を、やめてしまったため、現在は寄付金を募っていない。  

 寄附を受ける制度がない。 

 多額の寄附金を受けた場合、収支相償をクリアできないかもしれない。クリアするために寄

附者の意思を無視して無駄な支出を行うのもどうかと思う。おかしい制度と思います。 

 

((66)) 「「税税額額控控除除証証明明をを取取得得ししてていいなないい理理由由」」ののそそのの他他回回答答  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 19 件）  

 制度自体を知らない。 

 賛助会員の仕組みがあるため、寄付については想定しておらず、PST の要件を満たす可能性

はないと思われるため。 

 会費収入等による安定した収入が確保できているから。 

 該当なし。 

 制度自体を知らないから。 

 今年度で５年目となり、来年度に５年分の資料を使い申請予定。 

 制度自体を知らないから。 

 公益法人になった時点で所得税については免除となると指導された。 

 支出目的もなく寄付金を募集して余った時、収支相償適用のために難儀する。 

 寄付を募るために初めて知った制度だが、その人数をこれから集められるのか、それからの

申請して得る制度ですよね？ 
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 税理士（会計事務所）に委託しているため。 

 事務局の関知するところではなく、そのメリット・デメリットが不明。 

 制度があってないのと同じ。何年もかかる。寄付をしやすくする受けやすくするという立法

趣旨に沿っているとは思えない。もっとハードルを下げて活性化させるのがよい。 

 将来的にはやりたいが検討段階。 

 現時点では必要性がないため。 

 補助金と会費で賄っているため。 

 寄附金を募集する機運が生じていない。 

 寄附金募集の検討に入っていない。 

 質問 6 と同じ。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 12 件）  

 知らない。 

 寄附を募集したことがなく、そのノウハウがないため。 

 個人からの寄附金は小額と想定している。 

 今後申請予定。 

 現状の寄付金受け入れ状況を考慮しながら、取得に向けた方策を検討中。 

 寄附を募集していないため。 

 要件を満たしていない法人のため。 

 取得を目指して募集活動中。 

 寄附がない。 

 寄付金自体が少ない。 

 寄付先（元）が出捐会社のみであるため。 

 税額控除証明を取得したいが申請する余裕がない。 

 

((77)) 「「現現物物資資産産寄寄附附のの受受入入れれににつついいてて」」ののそそのの他他回回答答  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 24 件）  

 現時点では判断ができない。 

 質問６の回答と同様に寄付の対象となる事業展開ではないと判断するため。 

 現物資産は受けるつもりがない。 

 現物資産の寄付を受けたことはないが、機会があれば検討したい。 

 現物資産を受けるつもりがない。 

 現物資産の寄附について理解していない。 

 受けたことがなく、受ける予定もない。 

 関係なし。 

 そのような事例があった場合、その時点の役員に委ねる。 

 個人の意見ですが、例えば会の今賃貸している事務所や会で助産院をしたいとなり、そのい

ただいた土地建物を使おうとなった場合に、それを整備して利用可能な状態にするまでの
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出費が今の会計上出せないのではないか。また建物などの維持費(税金・保険料・人件費）

を出し続けるだけの安心する財源が全く見込めないと思うので、もらっても困るのではな

いか。 

 検討したことがない。 

 現在は必要がない。 

 制度を理解していないので判断できない。 

 センター自体が公共団体の持ち物であるために現物資産の寄付を受けることがない。 

 わからない。 

 よくわからない。 

 これまで検討した実績がない。 

 寄付の可能性はない。 

 これまでに具体的な話はなく、提案があった時点で検討したい。 

 具体的な事案に応じて検討していきたい。 

 これまでに現物資産の寄附を受けたことがなく、今後は未定。 

 これまでに現物資産の寄附を受けたことはなく、そのような申し出も受けたことがないの

で、受けるか受けないかの検討すらしていない状況。 

 制度そのものを知らなかった。 

 可能ならば受け入れたいが、みなし譲渡所得税非課税の承認特例が実際に運用された事例

がほぼないと聞き、受け入れることが難しい。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 28 件）  

 贈与や遺贈する話がこれまでなく該当しない。 

 特に考えていない。 

 未定。 

 設立時に有価証券の贈与を受けた（基本財産）。 

 わからない。 

 事案が出た時に考える。 

 現物資産を受けるつもりはない。 

 現物資産を受けるつもりはない 

 これまで受けたことが無く、管理コストなど慎重に検討する。 

 現時点ではよくわからない。 

 手続きが煩雑なので現物資産を受けるつもりはない。 

 現時点では想定していない。 

 今後も現物資産の寄附を受ける必要がない。 

 これまでに現物資産の寄附を受けたことはないが、今後についてはわからない。 

 当財団に当てはまらない。 

 不明。 

 未定。 

 これまでに現物資産の寄附を受けたことはなく、今後もない見込みだが、もし機会があれば
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検討することになると思う。 

 現物資産を受けるつもりがない。 

 現物資産を受ける予定がない。 

 わからない。 

 寄附の申し出があった際に検討する。 

 何とも分からない。 

 そのつもりはない 

 特別民法法人時には寄付を受けたことがあるが、公益法人に移行後は寄付を受けたことは

ない。 

 これまでに現物資産の寄附を受けたことがないが、今後寄附希望者が現れれば検討する。 

 今後現物資産の寄付を受け入れる機会があるのか分からない。 

 現物資産を受けても手続きが大変なので、受けるつもりはありません。 

 

((88)) 税税制制にに関関すするる要要望望事事項項    

aa）） 全全般般  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 5 件）  

 消費税の減免。 

 昨年度だけのことだが、政府の持続化給付金などが課税対象になるのは納得がいかない。非

課税にしてほしい。 

 現物資産を遺贈された公益法人が現金化して公益目的事業に使用する場合、みなし譲渡所

得税を非課税にしてもらいたい。遺贈された分を相続しなかった相続人が所得税を支払う

のは、相続人としては納得できないことである。 

 更なる税制優遇措置の拡大。 

 税金全般を非課税とすること。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 13 件）  

 公益法人は公益目的事業を行っており、また役員等も無報酬であるので、すべての税につい

て非課税であるべきと思う。 

 賛助会費、情報会費に係る非課税措置の拡充。 

 ナショナル・トラスト活動を行っているが、公益目的のための不動産取得時の登録免許税等

の非課税措置。 

 みなし寄付金制度について、収益事業の利益の 50％以上を振り替えた場合、公益事業の赤

字が 0 円になるところまでしか非課税とならないが、黒字となる部分も非課税とすれば、

より積極的に公益事業に資金を振替し、公益増進を行おうとする団体が増加すると思われ

る。 

 公益法人についての優遇措置が全く感じられず、むしろ業務負担が大きすぎる。収支１億円

未満の公益法人について税制上の簡素化措置はできないものか。 

 余剰金を内部留保しやすくしてほしい。 
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 簡易課税に係る課税売上額 5,000 万円以下の上限緩和。 

 公益認定を受けた事業は非課税としていただきたい。 

 すべての手続きを簡素化してほしい 

 非課税措置の拡大。 

 税制面で更なる優遇を期待したい。 

 非課税措置の拡大。 

 税制の優遇措置。 

 

bb）） 寄寄附附税税制制  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 3 件）  

 寄付控除の割合をもっと高めてほしい。 

行政で、ごく一部の行政職員のために事業化されたり、ふるさと納税にのっかれば簡単に控

除が得られたり、関係者が「明らかな癒着」と噂するような形だけの入札が行われている中

で、PST をクリアして透明性とガバナンスを高めて運営しても、最大 4割では、どのように

考えてもバランスがとれていないのではないか。 

昨年の調査報告を拝見すると「寄付は必要ない」という回答が散見されるが、人口も経済規

模も縮小していかざるを得ない環境において、財源が豊富なほど不特定多数へ多くの利益

を提供できるはずなので、このような見解の公益法人が少なくないことに驚き、残念に思い

ます。 

 寄附文化を醸成するためにも、公益法人はそのまま税額控除団体にしてもらいたい。 

 PST 要件の緩和若しくは廃止。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 7 件）  

 公益認定と同時に税額控除を認めていただくなど、法人サイドの負荷軽減を図っていただ

きたい。 

 小規模法人・個人からの寄附控除（法人・個人）枠の拡大。 

 寄付金の税額控除証明をを簡単に取得させてしてほしい。 

 認定法人にさらなる PSTは必要でしょうか。ペーパーワークが多すぎて対応ができません。 

 公益法人のパブリック・サポート・テストの免除を要望します。 

 認定 NPO法人は認定と同時に税額控除が適用されるが、公益法人は公益認定とは別に PSTの

認定を得る必要がある。このことは公益法人にとって大きな負担になっている。 

 寄付金の税額控除条件の緩和措置。 

 

cc）） 法法人人税税  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 4 件） 

 所得税の再検討。 

 固定資産税、法人税の減免。 

 法人税非課税の現状維持。 
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 償却資産税・消費税の免除。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 2 件）  

 公益部分の償却資産税の免除、消費税免除、貸付奨学金の印紙税の申請・報告の省略。 

 固定資産税、償却資産税の半額減免を受けているが、法人県民税市民税のように全額減免に

してほしい。 

 

dd）） 消消費費税税  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 99 件）  

 消費税の減免。 

 免税事業者である会員としか取引のないシルバーにとって、インボイス制度が導入されれ

ば、法人活動の維持自体が出来なくなる為、仕入控除に係る特例措置の適用。 

 消費税の非課税措置の拡大。 

 固定資産税、消費税。 

 固定資産税、消費税等に係る印紙税の非課税措置の拡大など。 

 消費税（インボイスや補助金による課税仕入れも仕入税額控除に含めてもらいたい。） 

 消費税負担をなくすること。 

 消費税の非課税措置拡大。 

 固定資産税、講座受講料など公益事業の消費税の免除。 

 消費税でいわゆるインボイス制度後に、仕入先のほとんどが適格請求書発行事業者でない

高齢者であるシルバー人材センターは事業運営に多大な影響があることから、インボイス

制度の見直しを期待したい。 

 固定資産税、消費税の非課税措置の拡大。 

 公益事業については、消費税の減免を望みます。寄付金収入や会費収入に依存している割合

が高いと、収入に消費税が転嫁できず、増税のたびに財政が悪化する。 

 消費税の非課税措置の拡大。 

 消費税及び印紙税の非課税措置。 

 消費税、印紙税の減税。 

 消費税の非課税措置の拡大。 

 消費税支払いを免除。 

 消費税の控除額の増額（減税） 

 固定資産税、印紙税の非課税措置拡大。消費税（インボイス制度）の整備。 

 消費税：収益事業がマイナスでも特定収入割合割合が高いため、結果、納付消費税が発生す

る。 

 消費税の減免。 

 令和５年１０月から導入される消費税の適格請求書等保存方式の適用除外を希望する。 

 消費税額を算出するうえで、特定収入割合調整を免除願いたい。 

 消費税に関しては非課税とする。 
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 質問の主旨とずれるかもしれないがインボイス制度導入にあたり変更される要件等が当法

人の運営に多大な影響を与えることが必至で、特例措置を求める。（仕入税額控除の扱いな

ど） 

 消費税の免除。 

 消費税の非課税措置。 

 消費税を非課税にしてほしい。 

 消費税・印紙税の非課税。 

 仕入れ消費の取り扱い。 

 固定資産税、消費税等の非課税処置の拡大。 

 消費税の減免 

 現在は消費税の課税事業者には当たっていないが、今後の可能性を考えると消費税の負担

は大きいため、消費税も非課税にしてもらいたい。 

 固定資産税、消費税の非課税措置の拡大。 

 消費税、印紙税の非課税措置。 

 償却資産税・消費税の免除（再掲） 

 消費税の特例 印紙税の非課税措置。 

 収益を目的としない法人であり、消費税やインボイス制度後についても優遇措置をお願い

したい。 

 消費税を免除にしてほしい 

 インボイス制度の適用除外を希望 

 消費税のインボイス制度の適用除外 

 インボイス制度の除外 

 インボイス制度における特例措置の創設（シルバー会員が課税事業者登録をしないとすれ

ば、数千万円の消費税を事務局が負担することになるため） 

 シルバー人材センターとしてインボイス制度導入に対する非課税、免税措置を希望します。 

 インボイス制度からの除外。 

 インボイス制度の要件緩和。 

 インボイス制度導入上の特例（社員に支払う配分金の特例） 

 公益法人（シルバー事業）に対してインボイス制度を適用しないこととする。 

 インボイスを実施しないで欲しい。発注者である年金生活者を圧迫する事になる。 

 インボイス制度が導入されることに伴い、収益事業がほとんどない公益法人も適格請求書

発行事業者に登録せざるを得なく、税負担が大きくなることから、適格請求書発行事業者と

ならなくても、公益法人からの仕入れについては全額仕入税額控除を認めて頂ければあり

がたい。 

 インボイス制度の適用除外。 

 契約に係る印紙税の非課税措置、インボイス制度の特例措置。 

 インボイスの免除。 

 インボイス制度における見直し(当団体は、(公社)シルバー人材センター) 
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 消費税の特例適用（インボイスの適用除外） 

 インボイス制度の特例措置。 

 インボイス制度導入によるシルバー事業への特別措置。 

 インボイスにおける特例制度（従前と同様） 

 インボイス制度導入時にシルバー人材センター事業に対する特例措置の実施。 

 インボイス制度の廃止。 

 インボイス制度が施行された場合、シルバー人材センターの運営に大きな影響が生じる。 

 インボイス制度の見直し。 

 インボイス制度の見直しをしてもらいたい。 

 消費税のインボイス制度の適用除外。 

 インボイス制度の例外措置を検討してもらいたい。 

 インボイス制度。 

 インボイス制度の導入について結論を早めに出して頂きたい。 

 インボイス制度での特例を設けてもらいたい。 

 インボイス導入後、シルバー人材センターは、大幅な負担増が想定され、法人の存続が危惧

されることから、対応策の支援をお願いしたい。 

 消費税におけるインボイス制度の見直し。 

 インボイス制度が始まると、シルバー人材センターは多額な消費税を支払わなければない。

理由は会員各々が免税事業者にはならないだろうから、センターがその分を支払わなけれ

ばならなくなると思うので、どうにか措置方法を考えてほしい。 

 インボイス制度導入による負担が大きいため特例措置をお願いしたい。 

 インボイス制度。 

 消費税に係るインボイス制度の特例適用の拡大。 

 インボイス制度導入に伴う仕入れ控除対象の特例及び緩和措置を希望。 

 インボイス制度に対する特例措置。 

 会員へのインボイス制度の導入を行わないでほしい。 

 インボイス制度導入後の配分金に係る仕入控除の継続。 

 インボイス制度の適用特例を認めていただきたい。 

 インボイス導入に伴う特例措置。 

 消費税インボイス制度の見直し。 

 インボイス制度のあり方の見直し、契約書等の印紙税非課税。 

 印紙税の非課税措置の拡大、インボイス制度の見直し。 

 インボイス制度について高齢者の少額請負収入に対し、適用外を希望する。 

 消費税（インボイス制度） 

 消費税のインボイス制度での特例措置。 

 インボス制度の導入により、センター会員は年間課税売上高 1,000 万円以下の小規模事業

者の免税事業者であるため、センターとして配分金に係る仕入控除を行うことができなく

なりセンターは、会員に支払う配分金に含まれる消費税額相当を新たに負担することにな
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るため、消費税の特例処置を検討していただきたい。 

 消費税インボイス制度の特例措置。 

 消費税（計 10 件） 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 24 件）  

 消費税の非課税拡大、及び固定資産税の非課税拡大。 

 消費税、特定収入割合の廃止。 

 指定管理料等における消費税の非課税措置。 

 消費税の非課税措置の拡大。 

 消費税の軽減。 

 みなし譲渡課税の非課税。 

 消費税、固定資産税等の非課税措置の拡大を是非お願いしたい。 

 公益部分の償却資産税の免除、消費税免除、貸付奨学金の印紙税の申請・報告の省略。（再

掲） 

 消費税、印紙税に係る非課税措置の拡大 

 固定資産税、消費税。 

 消費税の非課税措置をお願いします。 

 消費税非課税措置の拡大を希望します。 

 公益法人であるシルバー人材センターの会員に支払う配分金について、インボス制度に特

例を設けて欲しい。 

 消費税の削減措置を希望します。 

 固定資産税および消費税は影響が大きい。特に医療界において消費税負担は問題となって

いる。 

 固定資産税、消費税に係わる非課税措置の拡大。 

 消費税の非課税措置拡大。 

 消費税：インボイス制度の適用除外。 

 消費税を免除にして欲しい。 

 固定資産税、消費税に係る非課税措置の拡大。 

 消費税・印紙税の非課税措置の拡大。 

 消費税におけるインボイス制度に係る特例的な措置。 

 消費税（計 2 件） 

 

ee）） 印印紙紙税税  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 17 件）  

 契約書の印紙を国等と同様の非課税扱いに拡大してほしい。 

 公益目的事業に係る印紙税の非課税措置の拡大 

 固定資産税、消費税等に係る印紙税の非課税措置の拡大など。（再掲） 

 契約に係る印紙税の非課税措置、インボイス制度の特例措置（再掲） 
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 消費税及び印紙税の非課税措置（再掲） 

 印紙税の非課税措置の拡大。 

 消費税、印紙税の減税（再掲） 

 固定資産税、印紙税の非課税措置拡大。消費税（インボイス制度）の整備。（再掲） 

 行政機関との委託契約に係る印紙税の非課税措置を拡大いただきたい。 

 消費税・印紙税の非課税（再掲） 

 国県市の地方公共団体補助事業･委託事業の契約締結時の印紙代免除。 

 インボイス制度のあり方の見直し、契約書等の印紙税非課税（再掲） 

 印紙税の非課税措置の拡大、インボイス制度の見直し（再掲） 

 業務発注請書にかかる印紙税の非課税措置。 

 消費税、印紙税の非課税措置（再掲） 

 印紙税の非課税措置の拡大。 

 消費税の特例 印紙税の非課税措置（再掲） 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 16 件）  

 公益部分の償却資産税の免除、消費税免除、貸付奨学金の印紙税の申請・報告の省略。（再

掲） 

 消費税、印紙税に係る非課税措置の拡大（再掲） 

 印紙税（請負契約、不動産等の登記簿取得）、登録免許税（不動産の登記）の非課税又は軽

減措置。 

 奨学金貸与事業等にかかる印紙税非課税措置の維持。 

 奨学貸与金の借用書や奨学金返還督促裁判などにおいて、印紙税非課税の措置を願う。 

 奨学金貸与事業等に係る印紙税。 

 奨学金貸与事業等に係る印紙税の非課税措置の拡大。 

 奨学金貸与事業等に係る印紙税の非課税措置の拡大。 

 公益目的事業の契約に係る印紙税の非課税化。 

 消費税・印紙税の非課税措置の拡大（再掲） 

 公益法人に対する固定資産税、印紙税の減免。 

 印紙税と固定資産税の非課税措置の拡大。 

 奨学金貸与の借用証書への印紙税の廃止。 

 印紙税の非課税措置の拡大。（計 3 件） 

 

ff）） 固固定定資資産産税税  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 21 件）  

 固定資産税、消費税（再掲） 

 固定資産税、消費税等に係る印紙税の非課税措置の拡大など。（再掲） 

 固定資産税の減免が文化財としてはあるが、更なる減額を望みます。 

 固定資産税の減免。 
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 固定資産税、講座受講料など公益事業の消費税の免除（再掲） 

 固定資産税、消費税の非課税措置の拡大。（再掲） 

 固定資産税（償却資産課税）の非課税措置。 

 固定資産税、法人税の減免（再掲） 

 固定資産税、印紙税の非課税措置拡大。消費税（インボイス制度）の整備。（再掲） 

 公益目的事業にかかる固定資産の非課税措置拡大。 

 固定資産税の軽減措置。 

 固定資産税の減免。 

 固定資産税、消費税等の非課税処置の拡大（再掲） 

 固定資産税の減免。 

 固定資産税、消費税の非課税措置の拡大（再掲） 

 固定資産税の免除。 

 固定資産税の優遇。 

 固定資産税非課税。 

 固定資産税。（計 3 件） 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 24 件）  

 消費税の非課税拡大、及び固定資産税の非課税拡大（再掲） 

 固定資産税の減免。 

 固定資産税非課税措置の拡大。 

 消費税、固定資産税等の非課税措置の拡大を是非お願いしたい。（再掲） 

 固定資産税の非課税措置。 

 固定資産税の軽減措置。 

 固定資産税、消費税（再掲） 

 事業収益が少ないため、事業運営が困難。よって、固定資産税を減額を願う。 

 固定資産税の減免の対象を研究助成事業まで拡充してほしい 

 固定資産税および消費税は影響が大きい。特に医療界において消費税負担は問題となって

いる。（再掲） 

 固定資産税の減免。 

 固定資産税、消費税に係わる非課税措置の拡大（再掲） 

 公益目的事業実施のための土地建物に対する固定資産税の非課税措置。 

 固定資産税の減額割合をもっと大きくしてほしい。 

 固定資産税の非課税措置。 

 固定資産税、償却資産税の半額減免を受けているが、法人県民税市民税のように全額減免に

してほしい（再掲） 

 固定資産税、消費税に係る非課税措置の拡大（再掲） 

 固定資産税の非課税化。 

 公益目的の固定資産税の非課税措置を望みます。 

 公益法人に対する固定資産税の減免措置。 
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 公益法人に対する固定資産税、印紙税の減免。（再掲） 

 印紙税と固定資産税の非課税措置の拡大。（再掲） 

 固定資産税。（計 2 件） 

 

gg）） そそのの他他地地方方税税  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 2 件）  

 法人住民税を免除してほしい。その費用を活動費用として使用できる為。 

 公益法人に対する法人市県民税については、非課税としていただきたい。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 0 件）  

 （回答なし） 

 

hh）） そそのの他他  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 8 件）  

 現金を積み立てて国債を購入するときに、その部分を収支相償上の経費として認めてもら

う。 

 優遇措置はすべて受けたいです。 

 不動産取得税。 

 優遇税制等は精査中。 

 上記の質問に関し税理士に的確に処理してもらっているので、記入した私（事務局長）には

わかりません。 

 収支相償の緩和。 

 税制について、あまり考えたことはない 

 自動車税(軽自動車、特殊者含む)の非課税措置。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 6 件）  

 収益事業から公益事業への 50％超の繰入要件の緩和。 

 印紙税（請負契約、不動産等の登記簿取得）、登録免許税（不動産の登記）の非課税又は軽

減措置（再掲） 

 収支相償の条件の緩和。 

 表彰事業で受賞者が受け取る表彰金を非課税にしていただきたい。 

 当該法人に勤務したばかりであり、今後、勉強していきたい。 

 手続きばかりで・・・。 

 

ii）） 特特ににななしし  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 52 件）  

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 52 件）  
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((99)) 「「ガガババナナンンスス・・ココーードド不不要要ととししたた理理由由」」ののそそのの他他回回答答  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 ７件）  

 組織や財政の規模によると思う｡スタッフが一人や二人で運営している小規模法人がそこ

までできるのかと思う｡ 

 特になし。 

 組織自体が小さい公益法人であるため。 

 公益財団法人であることで充分ガバナンス・コードが出来ている。 

 定款、規定等で定められているので、これ以上の規制は必要ない。 

 現時点では必要と感じない。 

 「自主的な○○が必要ですか」という問いそのものがナンセンスでは？自主なのだから、団

体の主体性を持って判断すべき事項。コロナの「自粛要請」と同じで矛盾を感じますが、こ

の設問を設定された方は、疑問に思われなかったのでしょうか？ 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 14 件）  

 大規模法人についてのみ必要と思う。 

 上部団体が整備されてから、行うのがよろしいと思う。 

 株主がいる訳では無いので直接的なメリットが一般企業に比べて薄い。 

 採用していない。 

 関係法令の遵守で十分。 

 ほとんどすべて関係法令に網羅されていると感じる。 

 法規制等での対応で十分。 

 自主的なものが必要、という設問は気持ちは分かるが、違和感がある。自主的な規制が必要

だ、というのは自主には任せられない、と言っているのに近い気がする。自主に任せ放置し、

その結果公益に相応しくない法人があれば公益認定の取消をすればよい。それは自主的に

ガバナンス・コードを設けることを妨げないし、その支援があってもよいが、それが必要

か？という問いに踏み込んだ瞬間、自主ではなくなると思う。 

 必要に応じて個々に判断すべきこと。 

 公益法人には、すでに厳格な法規制が課せられているため。 

 行政庁(主管課等)の監査・指導等があるため。 

 現在の財団内の規則等で対応可能。 

  ステークホルダーとの関係性に問題点はなく、理事会の意思決定について透明性があり、

公正かつ迅速に行うことができている。 

  現在の過剰な規制要件を満たしている時点で、ガバナンスは十分に確保されていると考え

る。 

 

((1100)) 「「ガガババナナンンスス・・ココーードドをを採採用用ししたた時時期期・・モモデデルル」」ののそそのの他他回回答答  
 公公益益社社団団法法人人  （回答数 ２件）  

 スポーツ庁策定中央競技団体ガバナンス・コード。 
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 採用していない。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 ７件） 

 スポーツ団体ガバナンス・コード。 

 スポーツ・ガバナンス・コード。 

 スポーツ庁その他のスポーツ団体向けガバナンス・コード。 

 スポーツ団体ガバナンス・コード＜中央競技団体向け＞ 

 公益法人協会。 

 採用時期までは把握できていない。 

 採用していない。  

 

((1111)) 「「ガガババナナンンスス・・ココーードドをを採採用用ししてていいるる場場合合のの理理由由」」ののそそのの他他回回答答  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 ２件）  

 採用していない。 

 スポーツ中央競技団体として義務化されている。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 １件）  

 採用していない。 

 

((1122)) 現現在在のの会会計計制制度度ににつついいてて  

aa）） 会会計計区区分分とと内内訳訳表表((事事業業区区分分))  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 5 件）    

 請求を公益と法人とに分けることが煩わしい。 

 会計制度の仕組みではないが、会員への配分金(労働の対価)はお客さんから会員へのトン

ネルとなっている。これをシルバーの会計に入れず、事務費、材料費のみ入れるようなこと

はできないか。インボイス制度の対策にもつながると思われる。 

 公益目的事業が１つの場合法人会計の廃止。（全く意味がない） 

 会計費目の仕分けに苦慮しており、もう少し柔軟に対応できるようにしてもらいたい。 

 会員サービスが目的の事業会計が収益事業会計に含まれるのはどうなのか。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 6 件）  

 公益事業会計と法人会計の区分が現実的でなく、無用に煩雑になっていると感じる。 

 事業別の収支報告について見直しをお願いしたい。（例えば、収益事業と公益事業、間接費

の配賦基準、等） 

 区分経理が手間ですし、このことが会計資料を見にくくさせています。 

 区分経理など会計処理が複雑で手間がかかるので、せめて標準的なものにならないか。 

 規制当局にとって都合のよいつくりになっていますが、一般の人たちにとって分かりやす

い会計基準にしてほしい。費用配賦や区分経理が手間です。 

 区分経理と費用配賦など手間です。  
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bb）） 費費用用配配賦賦  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 2 件）  

 費用配賦が無くなれば良いと思う。 

 共通経費の配賦について、別表Ｆ(1) 別表Ｆ(2)の作成でエクセルの金額を合計すると合わ

ない点に苦労している。結局、計算式を無視して手入力で入力する欄がある。決算の際、年

度実績で配賦割合を「従事割合」で見直しているが、かなりの細かい作業になり困難を極め、

間違ってしまうことが多い。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 4 件）  

 事業別の収支報告について見直しをお願いしたい（例えば、収益事業と公益事業、間接費の

配賦基準、等）（再掲） 

 費用の配賦基準を明確にしてほしい。 

 規制当局にとって都合のよいつくりになっていますが、一般の人たちにとって分かりやす

い会計基準にしてほしい。費用配賦や区分経理が手間です。（再掲） 

 区分経理と費用配賦など手間です。（再掲） 

 

cc）） 事事務務負負担担  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 3 件）  

 小規模団体についても基準が細かすぎるため、不便に感じる。 

 平成 16年基準の財務諸表体系は維持されながらも財産目録は法人法では計算書類に含まれ

ないとの事で財務諸表から外れたが、公益社団法人の場合は、公益目的保有財産を表す重要

な役割を果たすとして引き続き様式の提出を求められている点。 

 作成の二度手間を省けるようにしていただきたい。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 0 件）  

  

dd）） 複複雑雑、、難難ししいい  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 13 件）  

 内訳表などを理解するにはハードルも高くなっており、より専門性が高くなっていると感

じる。 

 理解に苦しむ。 

 公益法人に特化した会計制度はわかりにくい。 

 非常に考えられた会計制度であるが、複雑すぎると思います。 

 もう少し簡略していただきたい。 

 小規模な公益財団法人については、もっと柔軟に対応して頂きたい。 

 複雑すぎる。 

 もう少し簡素化して欲しい。 

 複雑。 
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 制度が複雑で、且つ会計処理も繁雑すぎる。 

 一般人にはわかりにくい仕組みである。総会時に質疑が多くなる。 

 素人では無理です。 

 会計制度そのものが複雑で、かつ事務職に専属がいないために理解しにくい。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 11 件）  

 とても難しく複雑であるので、税理士がいないと対応できない。会計ソフトも専用のものが

必要になる。 

 専門知識のある会員でないと、決算書等の内容を理解してもらうことは難しい。 

 年々求められる資料や項目が増え、申請が煩雑になっている。 

 縛りが多すぎて、長期計画がたてづらい。理事が変わるたびに、制度の理解からしなければ

ならない。理事の選定にも会計制度が理解できる方という条件が加わり、理事のなりてがい

ない。 

 正味財産増減計算書内訳表及び貸借対照表内訳表の作成が煩雑と感じています。中小規模

の法人は、事業形態が大幅に変わらない場合は、正味財産増減計算書内訳表及び貸借対照表

内訳表の作成を省略できる特例などがあるとありがたいと感じています（数年毎に作成す

るという形でも良いので）。 

 現在の会計制度は、内容がとても複雑で、理解するまでに多くの時間が必要となるため、も

っと簡易で（計算等の）理解が容易となる会計制度を希望します。 

 一般の方々にも理解できる分かりやすい内容にしていただきたい。会計資料の本来の目的

が忘れ去られている。 

 公益法人会計は他会計と比べると異様な構造になっています。会計資料は行政庁のためで

はなく、一般の方々が見やすいものに改めていただきたいです。 

 区分経理など会計処理が複雑で手間がかかるので、せめて標準的なものにならないか。（再

掲） 

 規制当局にとって都合のよいつくりになっていますが、一般の人たちにとって分かりやす

い会計基準にしてほしい。費用配賦や区分経理が手間です。（再掲） 

 会計制度が複雑で担当者がまいってます。 

 

ee）） 財財務務三三基基準準  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 11 件）  

 コロナ禍で運営に際して収支相償（３年間での解消）の考え方を見直してほしい。 

 収支相償を維持することの意味が理解出来ない。 

 収支相償を見直して欲しい。 

 収支相償に関する件（単年度赤字の繰り越し） 

 収支相償において会員減少など経営危機に向けた赤字補填や積立ができない。 

 収益事業を行っていない公益法人は正味財産を少しずつ削りながら運営しているので、近

い将来、破綻することになる。永く安定的に運営していけるような会計制度にしてほしい。 
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 収支相償の抜本的見直し。 

 会費まで半分公益事業に繰り入れることはないと思う。 

 収支相償の適用を早期に見直してほしい。 

 収支相償を満たすことは、公益法人として理想だが、財産の少ない団体及び安定した収入が

ない団体では、事業の継続が困難である。 

 収支相償、遊休財産の保有制限の２つ会計原則は見直していただきたい。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 11 件）  

 収支相償、遊休保有財産規制の緩和。 

 収支相償や遊休財産の制限の弾力的な対応を期待したい。(収支相償における複数年度にお

ける通算など) 

 収支相償の撤廃。 

 収支相償として必要な支出額は黒字額全額である必要無いのでは。利益の５０％程度など

にして欲しい。 

 "事業開始当初に大幅な赤字を計上せざるを得ない状況にあったが、翌年度以降に赤字分が

解消された（貸倒引当金繰入・戻入）。 

 この場合、収支相償の計算上赤字は繰り越せない一方で、黒字分は繰り越されてしまうた

め、利益を留保しているわけではないが収支相償の計算上は黒字になってしまっている。 

 本制度と法人の運営間で乖離が生じており、赤字繰越など制度改正を求める。" 

 収支相償や遊休財産保有制限の緩和ができないか。現在のコロナ渦で困惑している法人も

多いと思いますし、法人を存続させるためにはある程度の利益が必要で、継続していくため

の体力（財産）も必要と思います。 

 収支相償や公益目的事業比率算出のためだけに内訳表の提出が義務付けられる。 

 年度ごとに収支は異なるため（特にコロナ禍でもあり）、収支相償を緩やかにしてほしい。 

 収支相償と遊休財産規制の見直し、撤廃。特定有価証券の法人会計算定のために細かい調整

の作業が必要。 

 収支相償の改善。 

 損益ベースの収支差額(黒字)に対し、資金の費消(固定資産取得)をもって収支相償を解消

することは制度的に理解できない。 

 

ff）） そそのの他他  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 6 件）  

 会計制度そのものよりも、会計基準に則った決算書を公開していていない公益法人が外郭

団体に多い印象があるのですが、なぜ、民間の公益法人よりも行政の方が公開義務を果たさ

ずにすんでいるのか、どのような不公正な指導をされてきたのか、今後どのように指導され

る予定なのか、を教えていただきたい。 

 総会において、会員への説明に苦労する。 

 現在の会計制度にようやく慣れてきたので、しばらくは会計制度の改正をしないでほしい。 
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 投資有価証券の評価損益を損益に計上している点および切放法で処理している点は一般の

会計基準と異なるが、長期保有という資金運用の実態を正しく反映できていないように思

う。 

 会計基準の変更は不要と考える。 

 まだ意見が言える知識を有していませんので、ご了承ください。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 13 件）  

 定期提出に係るポータルサイトの UI（ユーザーインターフェイス）が言葉の使い方も含め

不親切な部分が多い。また、指示、他の言葉の使い方が行政独特の”特殊言語”が多く、ユ

ーザー視点での”言語”にしてほしい。 

 資金ベースの収支計算書の方が万人に分かり易いのではないか。 

 一定程度の財政運営資金の積み立てを認めてもらいたい。 

 会社法の計算書類規則に準拠し、その上で、制度ごとのニーズを満たす追加部分を設け、各

制度の会計基準の全体とするべきである。各制度が個別最適を競い合い、独自性を主張して

いる現状は国家としての全体最適に反し、人材の有効活用をしづらくしている。商業高校を

優秀な成績で卒業した人材は追加部分の学習をするだけで、どの制度においても即戦力と

なるように会計基準が設計されているとよい。企業会計の経験者にあっても同じ。 

 現状維持を希望。 

 公益法人会計に詳しい税理士・会計士が少ないので、知識の普及に努めてほしい。 

 損益予算書を収支予算書と呼称するのは、ややこしいと思う。 

 現状のままで良い。 

 できるだけ企業会計に近づけてもらいたい 

 飯の種をつくろうとする会計士集団が会計基準をつくるから、専門家しか分からないもの

になる。NPO 会計基準のように、公法協が中心になってつくった方が実態にあったものがで

きると思う。 

 士業が基準設計に携わると、公益資金を食い物にしようとするから会計基準が複雑になる。

とても残念である。 

 公益法人会計は経営分析に使えないので、別途標準的な会計資料を用意する必要があり、手

間がかかる。 

 質問３での回答の通り。（再掲：公益インフォメーションポータルサイトの UI（ユーザー

インターフェイス）がユーザーに不親切、特に Web との接点が日常的にない小型公益法人

の高齢担当者にはいちいち用語の意味が不明なことが多いのではと思われる。また文書の

文言が用いられる表現方法も一般につかわれる言い回し以外のもの、用語が特殊分野の関

係者だけが用いる一種のローカル言語が多すぎ、意味の把握ができない人も多くいるので

はと思います。） 
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gg）） 特特ににななしし、、ななしし  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 80 件）  

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 67 件）  

 

((1133)) 「「立立入入検検査査のの状状況況」」ののそそのの他他回回答答  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 24 件）  

 公益法人は税制優遇を受けており、福利厚生費、交際費等を問わず職員の飲食費を経費で支

出してはならない。 

 ここ 5 年間立入検査を受けていないので、回答できない。 

 担当者の知識不足が散見された。 

 県ごとに違うような取り扱いはしてほしくない。 

 受けたことがない。 

 みなし決議をした際は理事会の議事録を作成するよう口頭指導を受けたが、理事会を開催

していないのに議事録を作成することを規定している施行規則 15条 4項 1号の規定は納得

できない。 

 初回の立入検査時に法人会計へ保有していた有価証券について、公益目的事業会計に振り

替えるように指導があった。その際、その銘柄の全てを公益目的事業会計に振り替えた為、

法人会計の主たる資金源の一つであった有価証券の利息収入が全く無くなり、結果法人会

計が資金不足となった。 

 当会の事業内容や実態を把握していない担当が来るので時間がかかる。重箱の隅をつつく

ような会計検査があった。（伝票の保管不備） 

 指摘事項が納得できなかった。 

 収支相償と健全な組織運営がどうやってできるのか聞いたが回答がなかった｡日常業務の

中の公益業務の判断を明確に示してもらえなかった。 

 同内容における指摘が他公益法人と異なるケースがあった。 

 管轄の行政庁により見解が違う気がした。 

 現在理事 7 年目で元理事の最長者の一人とはなった。その間 1 度私は立ち会ったのみ。そ

のため毎回がこんな感じなのかわからないがこのための準備もあり時間を取られるため大

変だと思った。 

 指摘事項が納得できなかった。 

 前回よりもかなり厳しかった。 

 就任後、立入検査をまだ受けていない。 

 まだ経験がない。 

 自身はまだ経験していないが、前回の指摘をみると妥当だと思う。 

 前回まで指摘をうけなかったことを次は受けるなど人によってかわってくる。 

 3 年毎を５年毎にしていただきたい。 

 経験がなく不明。 
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 概ね納得できる指摘であったが、1 点だけ、職員の定期健康診断費用を公益事業会計と法人

会計に按分せず、法人会計の費用とすべきではないかとの指摘があった。労働安全衛生法で

事業主の義務とされているものである。 

 立入検査が全くの不要であるとは思わないが、公益 information のシステムで提出済で承

認されている内容の細かい説明までは必要ないのではと感じている。法人の実態を確認す

るためと法人運営に関する相談などの機会にしてもらいたい。 

 まだ受けていない。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 48 件）  

 立入検査に立ち会ったことがない為、回答できない。 

 着任後まだ受けていない。 

 検査者の対応が丁寧でない。 

 基本財産の評価損益の計算方法についての指摘を受けたが、当財団の顧問会計士の指導に

沿って決算書を作成しているため、納得できない。主務官庁内でも異論があるとのことで、

現在結論待ち。 

 前任者時代に受けているので回答不可。 

 会員や寄附者獲得の目的で参加したゴルフコンペを特別の利益供与とみなされた。前回の

担当官は会員獲得の目的であれば大丈夫との見解であった。 

 1 回目はひどかった（なにか不正があるのではないかという疑いや先入観を以て検査に臨ま

れた。失礼な態度）が 2回目は好意的でよかった。 

 勤務年数が浅いので、立入検査を経験したことがない。 

 今年度からの採用なのでよくわからない。 

 自分自身は経験していない。 

 必要限度を超えていると思った。 

 当法人の認定事情を把握しないで検査に来ている。 

 コロナ禍の影響により実施が延期されている 

 検査を受けたことがない。 

 必要限度内と思うがまだ自身が直接受けていない。 

 指摘事項が納得できなかった。 

 指摘の内容自体は、基本的には、法令等に則ったものだとは思われるが、必ずしも他の公益

財団法人にも同様の指摘を出していないケースもあるように思われ、共通軸が確保されて

いるのかが疑問と思われる点もある。 

 検査を受けていないのでわからない。 

 私自身は未経験ですが、特に理不尽な話は聞いていません。 

 立入検査未経験です。 

 まだ立入検査を受けたことがないので何とも言えない。 

 立入検査を受けていない。 

 未だ経験していない。 

 必要限度を超えていると思った。 
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 会計を中心としたもの。 

 立入検査の意味がない。毎年提出している事業報告で充分です。 

 前回の立入検査以降、２回目が実施されていない状態です。 

 今年度は立ち入り調査が行われていないのでわからない。 

 私が配属される前だったため、把握しておりません。 

 役員が替わってまだ受けたことがない。 

 検査実績がまだない。 

 必要限度内とは思うものの、事業にあまり関係のない細かい指摘が多いように感じた。 

 指摘事項が納得できなかった。 

 勤続２年目で、まだ立入検査を受検したことがない。 

 指摘事項が納得できなかった。 

 担当になってからの立ち入り検査を経験していない。 

 調査票がわかりにくい。 

 まだ、経験がありません。 

 要望事項が細かい。（銀行印と通帳の保管場所を分けてほしい、開示情報が多すぎるので法

人の個人情報を守るために必要最小限の開示に変更するように言われる、等） 

 必要限度を超えていると思った。 

 必要と思うが、健全な財団は、立入検査の間隔をもう少し長くしてほしい。 

 担当官により基準が違い過ぎる。 

 自分自身がこの財団の担当になってから立入検査を受けたことがないので分からない。 

 昨年度コロナ禍により立入検査なし。 

 2018/8/30 に２回目の立ち入り検査を受けた。 

 担当してから立入検査を受けていない。 

 重箱の隅をつつくようなことをせず、公益の基本理念を念頭に、高所からの検査を願う。 

 就任後、立入検査を受けたことがない。 

  

((1144)) 「「変変更更認認定定申申請請のの経経緯緯」」ののそそのの他他回回答答  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 11 件）  

 単年度、不動産無料相談に弁護士を入れて実験的に実施することについても変更届を必要

とされた。本格的に実施する段階での変更届でよいのではないかと思った。 

  事業廃止の場合、変更認定申請を除外していただきたい。 

 行政庁への事前相談のうえ、変更認定の必要ありと判断。 

 事業内容の追加による。 

 指摘が細かいと感じる部分もあった。 

 行政庁担当官との打ち合わせにより、変更認定が妥当との結論に至り法人の判断により申

請した。 

 申請したことがない。 
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 変更したことが無い。 

 まだ、したことがない。 

 なし。 

 よくわからない。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 12 件）  

 収支相償の捉え方。県の誤り。 

 行政庁と協議のうえ実施した。 

 公益事業か収益事業（共益事業）かの認識の違い。 

 行政庁にあらかじめ相談して、合意をおこなった。 

 コロナウィルス感染拡大による。 

 移行時に実施予定の公益目的事業が記載計画から抜けていたため。 

 予め行政庁に相談の上で申請した。 

 廃止事業の申請。 

 事業を増やしたがそれに見合う委託料が支払われなかった。 

 現在、申請作業中。 

 変更認定したことはありません。 

 申請していない。 

  

((1155)) 「「行行政政庁庁のの指指導導ににつついいてて」」ののそそのの他他回回答答    

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 16 件）  

 プロパー職員採用の際には、行政庁の了解を得る必要がある。 

 旧主務官庁時代のほうが介入がなかった。 

 行政庁担当者の負担が大きい。行政庁担当者は２、３年で異動しているので、監督は表面的

な範囲にとどまるが、制度に関して最低限の知識を身につけなければいけないことから時

間的能力的に負担が大きいと感じる。 

 奨学事業は国の事業の補完的な側面もあるが、事業を所管する官庁との関係がなくなり、情

報が得にくい。 

 収支相償の問題を解決しない限り、制度自体を少しいじっただけでは何ともならない｡ 

 新任つき未経験。 

 偏執狂のように細かく、コロナでリモートを理由にメールでの質問には答えず一方的、さら

に出勤している人間が一般的な質問をしても見解が相違してトラブルになるから答えない

と言った信じられない対応が実際にある。 

 行政庁と貴法人との判断に違いがあることが問題。 

 以前とは比較できないが、基本に照らすと厳しいと感じる。 

 良い事だけではない。主務官庁が我々の事を知らなくて良い体制になっている。これでは行

政と一体となっての改善にはマイナス。 

 今般の新型コロナウィルス感染拡大のように不可抗力事由により運営が困難になっている
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場合も、指導が杓子定規である。 

 公益法人移行後の各種特定預金の縛りが非常にきつく、すべて取り崩した。 

 新設なので旧官庁時代の経験はありませんが、法人運営の困難さを理解されているように

は思えなかった。 

 やや細かい運営上の指導をされることがあるが、旧制度よりはましかどうかはわかりませ

ん。 

 旧制度がわからない。 

 経験が少なく不明。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 20 件）  

 立入検査に入る人によって、かなり違いがある。 

 同和研修必修については理解できない。 

 指導が細かい。担当官が変われば見解が異なるので困る。 

 大規模法人と小規模法人（公益事業のみ）の経営内容や事務局（事務局に実態）の違いを考

慮してほしい。 

 旧主務官庁時の方が、法人の事情を把握し理解があった。 

 法人自治を尊重するならば、内部留保を認めるべき。 

 指導内容の明確化の推進が必要。 

 行政庁の施策と一体となって事業を実施している実態にある。 

 以前から内部自治に介入されているという意識はなかった。 

 まだ、経験がありません。 

 旧制度時代を知らないが、細かい運営上の指導は多いと思う。 

 わからない 

 旧制度を知らないのが、かなり細かい指導であると感じる 

 特別指導を受けているという実感がない。 

 質問 17 の回答と同じ。（勤続２年目で、まだ立入検査を受検したことがない。） 

  (17)と同じ。（指摘事項が納得できなかった。, 重箱の隅をつつくようなことをせず、公

益の基本理念を念頭に、高所からの検査を願う）・・・旧制度は不知。 

 分からない。 

 何とも言えない。 

 特になし。 

 わからない。 

  

((1166)) 行行政政庁庁へへのの要要望望ににつついいてて    

aa）） 指指導導監監督督体体制制  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 12 件）  

 移行当初と現在との見解が違うのは困る。どんどん細かく、厳しくなり、公益法人の首を絞

めていることに気づいて頂きたい。 
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 結局のところ、ガイドラインにしたがえ、といった雰囲気が強い。 

 担当官の交代により指導内容が変更される事もあるので、統一してほしい 

 全国で統一した見解をもって判断してほしい。 

 担当職員によって指導内容が異なる場合があるので、一貫性のある指導をお願いしたい。 

 今後も指導願いたい 

 担当者によって指摘事項の見解に相違がある。 

 適切な指導を受けている。 

 お役所目線で指導、研修をされるので理解できない事が多いし、事業活動を積極的に出来る

体制やアドバイスが欲しい。（組織の管理、監督だけでは組織の将来性に疑問を感じる） 

 担当により指導内容、見解が異なる点を統一していただけると大変ありがたいです。 

 監督庁の移行時、よくわかってもない事業に対して、面識のない行政担当者からの電文とし

て、業の中止を強いてきて、心の底から驚きました。私たちは「公益」に務めるべきなのは

当然ですが、それ以前に「公務員」さん達が、行政の為すべきことを理解してもらいたい。 

 問題が起こった場合、全体責任で制度で追加規制するのではなく、欧米諸国のように個別に

処罰してほしい。また、書類や監督のところで細かくチェックすることにどれだけの意味が

あるのか。審査面でも合理化が必要と思われる。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 6 件）  

 見解が県によって異ならないようにしてほしい。 

 「不特定多数への利益」の解釈運用が硬直的と思われる傾向にあること。 

 担当者によって報告事項に対する指摘が違うことが無いようにしてほしい。 

 法人に対する似たような内容の調査が多くて非効率（行政庁は縦割なので、各所属が理屈を

付けて押し付けていると思う。法人の立場に立って、一元化に向けた調整等行うことはでき

ないのだろうか） 

 疑問点について適正な指導を賜り感謝している。 

 指導に対しては、法的根拠を明確に示して欲しい。 

 

bb）） 定定期期報報告告関関係係  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 10 件）  

 定期提出書類の審査をスムーズに行ってほしい。 

 事業報告に修正等を要請した場合、締切期限を延ばしてほしい。（現在は 1 週間程度） 

 小規模団体については、定期提出書類の簡便化を図ってほしい。 

 事業報告や変更届出等、公益法人インフォメーションを通してデータ送信のみすれば良い

事になっているが、現在でも担当部署から同時に紙面を２部提出する事を求められている。

提出する事に異論はないが、紙面が必要なのか不要なのか統一して欲しい。 

 公益法人となり、良かった点、大変な点がある。良かった点は、社会的な信用が一般法人よ

り高いと感じる事。大変な点は、収支相償で事業活動が制限されること、小規模な法人なの

で職員も少なく、毎年の定期提出書類の作成事務負担が大きい。 
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 事務手続きに関する負担を減らしてほしい。 

 年度の事業報告の承認作業が遅い。 

 公益法人 information の使い勝手の向上。 

 公益インフォへの登録が煩雑。 

 問題が起こった場合、全体責任で制度で追加規制するのではなく、欧米諸国のように個別に

処罰してほしい。また、書類や監督のところで細かくチェックすることにどれだけの意味が

あるのか。審査面でも合理化が必要と思われる。（再掲） 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 7 件）  

 事業報告の届け出の EXCEL シートが使いにくい。アップロードしないと計算結果が反映さ

れない箇所があるのは疑問。 

 定期提出書類について、提出から審査完了までの迅速化を望む。 

 定期提出書類等の書類のチェックを早めに進めて欲しい。 

 内閣府より、定期提出書類について、やりとりがあるが、こちらのミスではあるが、不適切

と思われる言葉の時もあり、もう少しわかりやすく説明してほしい。 

 提出には短い期間が設けられているのに、回答には期限がないので目安を提示して欲しい。 

 (3)に記載したとおり、毎年度の事業報告等に関する提出後の細かい質問事項を少なくして

頂きたい。 

 ①何回か立入検査を受け、指摘事項が少なく健全な財団は立入検査の間隔を 5 年～10 年程

度に伸ばしてほしい。 

②毎年の提出書類を軽減するなど、事務的業務の改善（緩和）を図ってほしい。 

 

cc）） 立立入入検検査査  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 7 件）  

 立入検査などの指摘など、手続き上の非常に細かい点も多い。ここまで必要とはあまり思わ

ない。最近の国際情勢や技術革新を考えると、もっとより本質的で重要なことに時間をつか

うべきではないか？ 

 前回の立入検査で指摘しなかったことを指摘するなど，検査を受ける度に，新たな指摘を行

うのは如何なものか。 

 基本的には、３年に一度の立ち入りの実施であるが、そのような短いインターバルが本当に

必要なのだろうか。 

 立入検査が 2 年毎というのが早いのではないでしょうか。せめて 3 年にして頂きたい。 

 実態を知らない担当者がくるため、本質的な議論にならない。 

 立ち入り検査の回数を減らしてほしい。 

 3 年に 1回の監査は小規模な公益法人まで必要なのか。公益を一般になった経緯を行政は知

っているのか。天下り職員がいる公益法人をしっかり監査するべき。補助金、委託金が違い

過ぎる。これを是正するのが先ではないか。旧態のままでいいのか。 
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 公公益益財財団団法法人人  （回答数 4 件）  

 直近の立入検査官は、当財団が対象としている分野の現状を、事前に勉強されて来られたよ

うで、指導も適切にいただいた。 

 積雪のある時期は避けてほしい。 

 ①何回か立入検査を受け、指摘事項が少なく健全な財団は立入検査の間隔を 5 年～10 年程

度に伸ばしてほしい。 

②毎年の提出書類を軽減するなど、事務的業務の改善（緩和）を図ってほしい。（再掲） 

 まっとうな事業を行っているかどうかの観点で検査を行ってほしい(回数含め)。 

 

dd）） 変変更更認認定定・・届届出出    

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 3 件）  

 事務手続きに関する負担を減らしてほしい。（再掲） 

 変更認定手続きの簡素化をお願いしたい 

 問題が起こった場合、全体責任で制度で追加規制するのではなく、欧米諸国のように個別に

処罰してほしい。また、書類や監督のところで細かくチェックすることにどれだけの意味が

あるのか。審査面でも合理化が必要と思われる。（再掲） 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 2 件）  

 申請書類の処理が完了するまでの時間を短縮して欲しい。 

 変更認定申請の基準づくり。 

 

ee）） 個個別別のの制制度度改改善善要要望望  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 9 件）  

 会員への配分金支払時の借り入れをしないで済むように、配分金支払準備金等の特定資産

の積み立てを認めていただきたい。 

 資金繰りのため、公益目的事業から得た財産を法人会計（管理費）へ容易に回せるよう明文

化してもらいたい。 

 ①公益法人であるため収支相償が原則で、新たな税負担の財源がないため、インボイス制度

の導入はしないでいただきたい。 

②安定的な事業運営が可能となるよう財政的支援がお願いしたい。 

 公益社団法人から一般社団法人へ戻れるチャンスを一度与えてほしい。 

 収支相償の考え方を改めて欲しい｡そして、公益法人から一般法人への移行をもっと簡単に

できるようにして欲しい。 

 コロナ禍では収支相償が心配だ。万が一の時はどう対応すればよいかその時点で指導もら

えるか。 

 公益法人となり、良かった点、大変な点がある。良かった点は、社会的な信用が一般法人よ

り高いと感じる事。大変な点は、収支相償で事業活動が制限されること、小規模な法人なの

で職員も少なく、毎年の定期提出書類の作成事務負担が大きい。（再掲） 

182



(16)行政庁への要望について 

183 

 

 収支相償の見直しをしてもらいたい。 

 新型コロナウィルス感染拡大の影響を受け、計画どおりに事業を実施することが困難とな

っている。収支相償や遊休財産の条件を満たすことができないケースにも、特別措置を講じ

てほしい。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 3 件）  

 新型コロナウィルスの影響で収益が悪化している団体がある現状に鑑み、将来の不測の財

政危機に備えるため一定程度の内部留保を認めてほしい。 

 地方公共団体が出資の公益法人と民間企業等出資の公益法人とは、設立経緯も目的、運営方

法も異なるため、区分してもらいたい。 

 公益法人制度が民間資金を社会づくりに役立てる仕組みとして、もっと民間の自主自律に

委ねる制度設計をしていただきたい。 

 

ff）） 全全般般要要望望  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 23 件）  

 研修会等を開催してほしい。 

 シルバー人材センターの設立趣旨を理解したうえでの取り扱いをしてほしい。 

 相談窓口を広げてほしい 

 統一的見解が欲しい。 

 規制が多すぎて積極的な活動がしにくい。 

 ①公益法人であるため収支相償が原則で、新たな税負担の財源がないため、インボイス制度

の導入はしないでいただきたい。 

②安定的な事業運営が可能となるよう財政的支援がお願いしたい。（再掲） 

 公益法人への補助金の増額。 

 事務の参考にしたいので指摘事項例を示してもらいたい。 

 提出した書類の審査スピードをアップしてほしい。一昨年度の事業計画や昨年度の事業報

告が公益法人インフォメーションではまだ審査中となっている。 

 公益認定等委員会の指示ということだが、委員会の総意としてならやむを得ないが、一委員

の意見で対応が求められることが多いように感じられる。 

 公益法人となり、良かった点、大変な点がある。良かった点は、社会的な信用が一般法人よ

り高いと感じる事。大変な点は、収支相償で事業活動が制限されること、小規模な法人なの

で職員も少なく、毎年の定期提出書類の作成事務負担が大きい。（再掲） 

 行政庁においても担当者が 3 年くらいで交代するので、そのあたりは留意した方が良いの

ではないかと思います 

 都道府県の行政庁で見解を統一して欲しい。 

 緊急事態宣言時にたいしてフレキシブルな対応を求めたい。 

 補助金のつけ方が地方公共団体（市）の財政力に連動しているため弱小の当市では補助率が

低く経営が厳しい 
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 法人自治の原則を尊重すべき。法制度の理解が足りない。 

 コロナウィルス感染による説明会の中止などの状況も踏まえ、立入検査は毎年実施されな

いため、新たな指摘項目など定期的な情報提供をしていただきたい。 

 各種の相談にオンライン面談を実施してもらえると有難い。 

 私は理解力が不足している為、解りやすい説明の指導があると助かります。 

 制度がわかりづらいです。 

 メールでの対応が主となっているので、細かい内容については電話で直接やり取りをさせ

て頂きたいこともあるので、柔軟に対応して頂きたい。 

 法人で無料低額診療事業を実施中。ほぼ同じ条件の 10 診療所を有しており、福岡市の病院・

診療所は速やかに申請承認するが、福岡県は承認しない。福岡県も福岡市と同じように承認

していただきたい。 

 全てが制度の枠に縛られて運営しているかどうかという体制である。事業を行うに当たっ

ては制限を守ることよりも、活動の質を向上させることで社会への波及効果が高まると思

われるが、その観点がないように思われる。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 27 件）  

 同和研修の必修は改善してほしい。 

 内閣府に手続き書類を提出したら、直ちに審査、完了して欲しい。提出から１年近く経ち、

次の期が来てしまう。 

 担当者が短期間に交代しかつノウハウの共有ができていない。公益法人制度改革の趣旨（事

前規制から事後の対応へ）が十分理解されていない。 

 行政庁の担当者の知識水準にばらつきが大きく 異動により実務者が変わる場合は、内容

を全てにわたって理解してから実務についてほしい。 

 各種手続きについて膨大な事務作業が発生するため、簡素化できる方策を示してほしい。 

 補助金を全く受けていない法人と補助金の受けている法人とを明確に分けて指導してほし

い。 

 定款や法人運営に係る問い合わせ内容については、迅速に対応いただきたい。 

 社会人としてモラルを持った方に来ていただきたい。 

 寄付を受けていない団体への検査・指導の簡略化の推進。 

 職員派遣・人件費等の増強。 

 三重県の人口、産業を考えると、多文化共生社会の実現は必須だと考えるが、実施に向けた

費用の確保をお願いしたい。 

 担当者しか質問に応じないのはよくない。固有の問題ではない一般的な質問には担当室の

だれもが答えるようにしてほしい。 

 時間のかかる変更事項などについては経過を勘案して適宜適切な指導を頂きたい。 

 例えば匿名の投書等があった場合、過剰な対応をしないようにお願いしたい。 

 職員の資質向上のための研修等を充実して欲しい。 

 県の外郭団体のため、県からの受託事業の割合が大きく関与が多い。 

 監督のみでなく、公益法人が使える制度などについても国と連携してわかりやすく情報を
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出してほしい。 

 対面相談の復活を希望します。 

 まずは行政庁の自己責任経営から始めてもらいたい。 

 担当者の変更により見解が異なることがあるため、統一した基準で判断いただきたい 

 新型コロナウィルス感染症等急激な社会情勢の変化に合わせた柔軟な対応 

 細かい規定にとらわれるのではなく、公益法人が目的に沿ったより良い事業ができるよう

配慮をお願いしたい。 

 自由にさせてほしい。 

 きめ細かいアドバイスでのフォローが欲しい  チェックでなくアドバイスを望む 

 現場認識がない方が規制監督を行うので、双方の意思疎通が難しい。担当官には慈善事業等

を経験していただき、現場認識を深めていただきたい。 

 公益、非営利を取り締まり、圧力をかけ続けていたのでは日本の市民社会は育たないと思い

ます。 

 一つの型にはめようとせず、現場の状況を組んで柔軟に対応いただきたいです。 

 

gg）） そそのの他他  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 1 件）  

 上記に書きました。（偏執狂のように細かく、コロナでリモートを理由にメールでの質問に

は答えず一方的、さらに出勤している人間に一般的な質問をしても見解が相違してトラブ

ルになるから答えないと言った信じられない対応が実際にある） 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 3 件）  

 特にない。丁寧に対応してもらえるのでありがたい。 

 委託費の増額。 

 公益法人を締め付ける監督機関の行いは、認定法第 1 条に反します。 

 

hh）） 特特ににななしし、、ななしし  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 62 件）  

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 46 件）  

 

((1177)) 「「基基金金制制度度のの活活用用（（社社団団法法人人ののみみ））」」ののそそのの他他回回答答  
 公公益益社社団団法法人人  （回答数 13 件） 

 基金制度が無く募集していない。 

 特定資産はあるが、その財源はすべて一般正味財産である。 

 該当しない。 

 当法人は活用する考えはない。 

 寄託金として定款で明記している。 

185



V．付属資料 記述回答 [公益法人編] 

186 

 

 基金規定はあるが、活用していない（できる状態ではない）。 

 企業年金基金に加入している。 

 「基金」ではなく実態に合わせて「出資」などの用語にすべき。 

 定款に定めていない。 

 今のところ利用する予定はない。 

 特に活用することはない。 

 これまで検討した実績がない 

 わからない。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 １件）  

 当財団は公益財団法人である。 

 

((1188)) 「「基基金金制制度度のの活活用用（（社社団団法法人人ののみみ））」」へへのの要要望望・・意意見見  
 公公益益社社団団法法人人  （回答数 74 件）  

 大変申し訳ないですが、基金制度自体を理解していません。 

 今回のコロナ禍のような予測不能な事態での財源を確保し，公益事業を継続するため，使用

目的を限定するのではなく，今回の様な収入減に対応した予備費の積立を制度化すべきで

ある。 

 インボイス制度への利用は考えられないか。 

 公益基金の活用を後日指導願いたい。 

 メリットとデメリットについて学習する場があれば参加してみたい。 

 事業目的が明らかな場合の基金ついて教示願いたい。 

 行政庁からの案内がないのでもっと教示してもらいたい。 

 資格、メリット、デメリットなどの情報を得たい。 

 返還義務を負うものは慎重にしなくてはならないと考えます。 

 解説した資料があれば知りたい。 

 制度の情報提供を希望する。 

 運用したことはない。 

 現時点では基金制度の活用について検討はされていない。 

 一般、公益を変えるときに所持している基本財産が足かせになっている。 

 寄付を積み立てる”基金”を設置しているが、間違えて、この「基金」の設置を理事会承認

しかけてしまった。法人スタッフや寄付者にっとて「基金」と言えば、寄付積立を指すほう

が関係者も多く一般的だと思えるため、「基金」の用語を使用することで無用の混乱を招い

ている。 

 特になし。（59件） 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 18 件） 

 黒字が出た場合に、次年度以降の運営資金としての基金制度があれば助かる。 

 特になし。（17件）  
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((1199)) 「「純純資資産産規規制制にによよるる強強制制解解散散制制度度（（財財団団法法人人ののみみ））」」ののそそのの他他回回答答  
 公公益益社社団団法法人人  （回答数 ３件）  

 財団法人ではない。 

 財団法人ではない。 

 社団法人です。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 ２件）  

 公益社団法人である。なお、３００万円を下回ったことはない。 

 十分な正味財産を持っている。 

 

((2200)) 「「純純資資産産規規制制にによよるる強強制制解解散散制制度度（（財財団団法法人人ののみみ））」」へへのの要要望望・・意意見見  
 公公益益社社団団法法人人  （回答数 46 件）  

 一定の制限があるのはやむを得ないと思う。株式会社の資本金に比べて規制が厳しいとは

感じる。 

 強制解散とならないように、努力します。 

 現在の制度で良い。 

 現時点では問題ないが、限度額の見直しなどは予定があるのでしょうか 

 個々の案件によるが、一定の憂慮があっても良いと感じる。 

 個々の事情を考慮すべきではないかと思う。 

 公益法人が長期的且つ安定的に運営できるよう、年度毎の収支に関する改定（赤字の繰り越

し、等）が必要と感じる。 

 社会的に認められた公益法人に収支相償を強いながら、正味財産の制限を設け解散させる

ことの意義が不明。 

 収支相償の基準が継続するとすれば、弱小団体は、いずれ強制解散になってしまうのではな

いか。 

 制度なので仕方なし。 

 第一段階で救済措置があればありがたい。 

 法人の規模によると思います。 

 法制度に則った運用上、強制解散制度は必要。 

 幽霊法人をなくすためにもいい制度だと思う。 

 現時点では意見はない。 

 現時点では要望ない。 

 なし、特になし。（30件） 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 76 件）  

 300 万以下になったとしても、運営ができるようであれば存続させてほしい。 

 300 万円を 100 万円まで引き下げた方がいいと思う。 

 この制度は初めてしました。勉強不足でした。 
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 この制度は通常時では必要なものと理解しているが、コロナ禍など状況下においては柔軟

に対応すべきであると考える。 

 コロナ影響は加味するべきである。 

 コロナ禍では柔軟な法適用が望ましい。 

 コロナ禍等特殊な状況においては、1～2年程度の猶予が欲しい。 

 一義的に解散では無く、柔軟な対応も必要。 

 活動実態がない法人を解散させるという趣旨と考えれば妥当と考える。 

 貴重な文化遺産の存続のために故人でなく財団法人化の指導を受けたがフォローが全くな

い 

 強制解散の猶予期間を設けて欲しい。 

 現在のようなコロナ感染拡大においては、2 期連続 300 万円を下回るような状況も想定して

しまう。民間では難しい、収益性がない事業を当財団が担っているため、強制解散は見直す

必要があると感じる。 

 現在まで、過去に正味財産が 300 万円を下回ったことはないが、新型コロナの影響で補填金

など救済措置がない場合は、今後下回る可能性がある。 

 公益法人の場合、収支相償と純資産規制という、相反する二つの規定を満たす必要があるこ

とに矛盾を感じている。安定的な運営という意味で純資産規制には一定の意味合いがある

と思うので、収支相償を抜本的に見直すべきではないか。 

 今回の新型コロナのケースのような場合には特例を作り、猶予措置を講じるべきだと思う。 

 財団なので、資産が無いなら解散するのは仕方ないことと思う。それよりも、今回のコロナ

禍でも純資産規制に触れないよう体力を持つべく、遊休財産規制を緩和してほしい。 

 財団法人を選択した以上は仕方ないことと理解しているが・・・。 

 資産が 300 万円になるとできることにも限りがあるようには思われるが、公益法人として

の役割を果たしているのであれば強制解散の必要はないように思われる。 

 自己決定権が良い。 

 収支相償とあわせて考えた場合、財務状況が危機的なときにＶ字回復が見込めない制度に

なっているのは問題。黒字の場合に特別費用の積立という解決策はあるが、本来正味財産が

激減していれば内部留保を蓄積していこうとするのが経営として当たり前だと思う。一部

の不正まみれの公益法人を取り締まるために、他の公益法人が経営の自由を制限されてい

る印象。 

 収支相償の規定を厳格に運用すれば、公益事業比率が法人解散への時間に比例する。   

公益事業比率が低いほど、法人の持続可能性が高まるのは制度的矛盾ではないか。 

 収支相償の制度がある限り一度減った正味財産を増やすのは現実的には難しいので、過去

の累積赤字までは利益を出しても良いような制度が必要だと思う。 

 収支相償の縛りがある中でもともと 300 万円ギリギリの正味財産の場合、毎年薄氷を踏む

思いでの運営となり、先を見越した投資や思い切った改革などが出来ないので、せめて 5年

程度に延長してほしい。 

 純資産の額ではなく、業務内容や人材、組織など、総合的に判断してほしい。 
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(21)コロナウィルスへの対応で「求めたい支援」のその他回答 

189 

 

 新型コロナウィルスの影響を加味して法制度が設計されていない。現実に即して厳正な法

適用ではなく、不可抗力として法の適用をしないでほしい。 

 制度として、やむを得ないと考える 

 正味財産を増やそうにも、収支相償が大きな壁となっていると思います。 

 必要な制度であると考えます。 

 法の趣旨に反した収支相償などの運営下において環境（コロナ禍等）、実態にてらし弾力的

に運用されるべきである 

 なし、特になし。（47件） 

 

((2211)) ココロロナナウウィィルルススへへのの対対応応でで「「求求めめたたいい支支援援」」ののそそのの他他回回答答  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 22 件）  

 収支相償に関する考え方を変えてほしい。 

 遊休財産保有制限の猶予（公益事業が行えず、保有上限が大きく下がってしまっている） 

 財務基準の緩和。 

 寄付金収入減への補償金。 

 公益法人運営省力化に繋がるコンサルティングと支援。 

 配分金に対するインボイス制度の非課税措置。 

 シルバー人材センターのインボイス制度導入に対する非課税、免税措置を要望します。 

 補助金の増額。 

 事業費補助及び、県法人税免除。 

 シルバー人材センターへのインボイスを適用除外を希望。 

 法定研修に地方行政の補助や、研修会場の確保協力。 

 インボイス制度の件。 

 インボイス制度の非適用。 

 インボイス制度の適応除外。 

 会計上の制限の緩和。 

 国及び地方公共団体への補助金の増額。 

 インボイス制度への対応。 

 会員の増強が一番の課題です。 

 「支援」制度をだけを尋ねている時点で、なにかズレているのではないでしょうか？ 

 行政に対する補助金等の財政的支援。 

 補助金等が受けやすくする。 

 現在、県より支援を受けている。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 24 件）  

 収支相償規定の見直し。 

 組織維持のために必要な経費補助、人件費補助の増額。 

 自治体に支払っている家賃を減免してほしい。 
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V．付属資料 記述回答 [公益法人編] 

190 

 

 借入金返済を収支相償のための支出として認めて欲しい。 

 国、県の協調補助を受けており、県からの補助が削減されると、国からの補助を受けられな

い。 

 役員が高齢化しており、Web 等の導入について相談。 

 行政からの補助金又は助成金の増額。 

 収支相償と遊休財産保有制限の基準緩和。 

 補助金。 

 持続化給付金の再支給。 

 家賃補助・支援。 

 同一労働同一賃金への対応。 

 会費の増額。 

 人材。 

 構成団体（支部からの支援）。 

 IT 導入のコストが嵩むので、IT経費補助制度等があれば非常に喜ばしい。 

 職員の経験年数が浅く、法人運営に熟知していない。職員の資質向上のための研修等の機会

が増えればありがたい。 

 宿舎貸与の月額限度額(37 千円）を見直してほしい。 

 経費補助を受ける条件として、支援団体のＰＲ活動の義務を伴わず受けられる空気清浄機

などの環境整備のための経費補助（導入結果を支援団体に報告するという報告であれば、も

ちろん対応しようと思っているのですが）。 

 理事会での代表理事、職務執行理事の執行状況報告を書面でも行えるようにしてほしい。 

 安定的な事業及び予算の措置が必要 

 コロナ対策への支援。 

 特になし。（2件）  

  

((2222)) ココロロナナウウィィルルススにに係係るる「「対対外外的的なな支支援援活活動動のの実実施施状状況況」」ののそそのの他他回回答答  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 42 件）  

 関係者に対する情報提供等。 

 協定による救急車及び宿泊療養施設の消毒作業など。 

 オンライン等による講師の派遣協力。 

 医療従事者としての支援活動。 

 公益事業規模の一時的な拡大。 

 環境整備事業。 

 行政主導による集団感染発生時の応援職員派遣等支援体制の構築。 

 本部施設の一部がワクチン接種会場（集団接種）になっている。 

 個人防護具及び消毒液等の調達・配布。 

 税制上の優遇措置等の情報提供（ホームページへの掲載）。 
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(22)コロナウィルスに係る「対外的な支援活動の実施状況」のその他回答 

191 

 

 区内非会員診療所医療従事者へのワクチン接種手配。 

 感染防止対策として、衛生用品等の保管場所を提供、要請を受けて発送等も代行。 

 在宅相談を可能とする電話システム導入。オンライン設備への投資。 

 コロナウイルスワクチン接種。 

 PCR センターの運営、ワクチン接種。 

 会員がポランティアで手作りしたマスクを、市へ寄贈した。 

 上の内容としてオンラインマタニティサロン、妊娠 SOS 相談等事業。 

 県・国等の緊急対策事業を事業実施主体として実施。 

 コロナ関係の研究助成の実施。 

 県の施策に協力。 

 コロナ感染情報提供。 

 小規模な法人会であり、特段の支援活動を行えるほどの財政基盤等の保有もないため、他団

体の支援策等の情報提供等に留まる。 

 国県の施策への対応（農業団体、畜産経営体への支援）。 

 軽症者宿泊療養施設の運営、看護師派遣調整調査、ワクチン接種のための人材確保など 

 アンケートの実施等による情報共有。 

 健康増進の指導、行政への情報提供。 

 無料電話相談会への相談員派遣。 

 普段通りのことを行なっている。 

 情報収集と一般への情報提供。 

 ワクチン接種活動。 

 行政庁の委託を受けた看護人材の募集とコロナ関連業務への従事。 

 県が実施するコロナ対策事業への協力。 

 県のコロナ対策事業の受託。 

 現時点において、コロナウィルスに関する支援活動等、公益目的事業の一つとして届出をし

たうえでの活動は行っていない。 

 会費減額。 

 会費請求を見合わせました。 

 新型コロナ関連の受託業務が増加している。 

 参考図書送付等。 

 会費納付期限の延長、試験の延期、試験欠席者への受験料返金、受験可能期間の延長 

 コロナ患者受け入れで手一杯で対外的な活動はしていない。 

 オンライン相談の実施。 

 組織内部（下部組織や加盟団体）への上記項目の支援で手一杯である。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 49 件）  

 PCR 検査・コロナワクチン接種。 

 オンラインで外国人市民向けの相談業務を行っている。 

 コロナウィルス対応の創薬研究への参画。 
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V．付属資料 記述回答 [公益法人編] 

192 

 

 コロナによる研究遅延の猶予期間の設置。 

 コロナワクチン接種の実施及び集団接種への職員の派遣等。 

 コロナ禍で保護者が失業又は減収した場合の奨学金の貸与。 

 コロナ関連で経済状況が悪化した奨学生への奨学金返還猶予等。 

 フードバンク事業支援。 

 ほぼ活動を継続している。職員のワクチン優先接種を受けた。 

 まだ事業の計画段階であり対外的な取引はない。 

 リモート、在宅での電話相談体制実現。 

 ワクチン接種協力。 

 影響を受けている事業者への指導相談の増加。 

 会費減免。 

 海外学会への渡航費を助成する事業につき、コロナ前は渡航費と参加費を助成していたが、

コロナ禍で多くの学会がオンライン開催へと変更・海外渡航が難航したため、コロナ以降、

オンライン学会の参加費の助成も許可した。 

 外国人への多言語等によるコロナ関連情報の発信。 

 外国人住民からの生活相談対応。 

 学校や地域に対して配信や DVD での録画提供による文化芸術活動への寄与。 

 看護師資格を有する職員が自治体のワクチン計画接種に従事できるよう就業上の措置。 

 期間を設けての全館休館並びに PCR 検査会場の提供やキャンセルとなった施設利用料金の

全額返金。 

 緊急奨学生支援金の給付。 

 経営等に対する相談・助言。 

 県が実施する緊急対策事業の受託。 

 県教育委員会にアルコールジェル１万本を寄贈。 

 県事業を受託し、相談対応や助成金等の業務を実施、主催公演を感染症対策のうえ開催に努

めた。 

 公演が中止になったアーティストの動画を HP 等に掲載し、出演料として謝礼の支払いを行

った。 

 在住外国人向け相談窓口の運営、コロナ関連施設等での通訳支援。 

 市民を対象としたワクチン接種を行っている。 

 手数料等の減免措置。 

 就業支援事業などについて、Web 会議等の非接触方式で実施している。 

 従来通りの奨学支援・助成事業の継続。 

 奨学金給与の特別増額。 

 奨学生に対する情報提供。 

 奨学生への特別奨学金の支給。 

 奨学貸与金の追加募集。 

 情報提供。 
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(23)コロナウィルスに係る支援策や税制面の意見、要望等 

193 

 

 申請外の事業の展開には主務官庁の許可が必要であるとの認識がある。 

 政府に対する意見書のとりまとめ。 

 相談窓口の開設。 

 対策ガイドラインの策定、（区補助金の範囲内で）大会等における消毒アルコールなどコロ

ナ対策費。 

 当方から外部に対しコロナ感染予防等に関する支援は実施していません。 

 当法人は奨学金事業の他、青少年の育成に係る体験活動事業等に対する助成を毎年 10 件程

度行ってきたが、コロナ禍以降はこれが 3 件程度になってしまった。 

 入居テナントの賃貸料一部免除。 

 発熱外来・ＰＣＲ検査センター（指定管理）を開設。 

 発熱感染患者の入院治療、PCR 検査の実施、ワクチン接種事業等。 

 募集期限の延長、ウェブでの面談・会議の実施。 

 万全な感染予防をしながら、福祉事業所を休まず開所し相談及び指導を行っている。 

 融資制度の説明会。 

 利用人数制限に係る施設使用料の減額措置。 

  

((2233)) ココロロナナウウィィルルススにに係係るる支支援援策策やや税税制制面面のの意意見見、、要要望望等等  

aa）） 休休業業・・事事業業損損失失へへのの補補償償金金  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 11 件）  

 町の補助金が見込めない中、国の単独での助成金の支出を希望します。 

 中小企業では受けられる助成制度が全く受けられないため、受けられるようにしてほしい。 

 コロナ禍による事業縮小が余儀なくされ、それに伴う事業収益の減少に対する支援を望み

ます。 

 当団体は、公益事業を２部門持っているが、１つの部門はコロナの影響をもろに受け大幅な

減収で、もう一方はコロナ支援関連の事業で増収とバランスが悪い。公益会計基準では、会

計毎の判断となるがなにかしらの特例が認められないのか。 

公益法人は事業目的が決められているため、簡単に新規事業を展開できない、コロナウィル

ス感染症拡大に係る減収への赤字補填をいただけないか。 

 会員の雇用削減・就労時間縮小の手当て。 

 支援金の増額。 

 持続化給付金や家賃補助等の助成金を拡充し、受けやすくしてほしい。 

 助成金を出して欲しい。 

 感染対策に対する助成金がほしかった。 

 コロナの状況が好転していないので、継続した支援給付金等の給付を希望する。 

 自組織の事業が全く出来ない。その為に事業収益は０（ゼロ）である。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 18 件）  

 東京都の休業補償金が公益財団法人を対象外としているのは納得できない。 
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V．付属資料 記述回答 [公益法人編] 

194 

 

 令和 2 年度は､持続化給付金の給付を受けられたため、経営が保たれた。今年度もこのよう

な給付制度を行ってほしい。 

 ①持続化給付金のような損失を補填する給付金の支給。 

②補助金の補助率の引き上げ（事業量減に伴い、収益が悪化しているため） 

 コロナで大打撃を受けた財政状態を回復させるために、令和 3 年度も持続化給付金の支給

を希望する。 

 支援対象に公益財団法人が含まれないことがある（会社法が基準の場合など） 

 コロナウィルスの感染拡大を受け、公益事業の収益も悪化してきており、それに対する支援

を希望する。 

 国や県の補助金は飲食店のみなので、影響を受けている他の事業体への支援を拡充してほ

しい。特に公益法人は公益に資する働きを担う存在なので、未曽有のパンデミックの影響下

であるからこそ積極的にサポートしてほしい。 

 財政支援を望む。純資産 300 万問題の現実に即した運用（猶予）、内部留保を認める 

 イベント開催時の入場制限に対する補償 

 事業制限がかかった場合の財政的支援をいただきたい 

 持続化給付金、雇用安定助成金等の補助金支援の拡大 

 コロナ対策の設備投資に対する補助金 

 支援金の拡充 

 助成金等の継続、条件の緩和 

 当法人は貸室事業を行っているが、感染拡大により臨時の閉館を余儀なくされ減収となっ

た。何らかの支援策を要望したい。 

 コロナ対策に幅広く使える補助金等の支援を希望する。 

 ①緊急事態宣言等の影響での施設利用キャンセル等による大幅な収益損失に対する補償金

等の支援対策を充実してほしい。 

②新型コロナ前の公益目的事業の残高に戻るまでは、非課税となるような特別措置を考慮

してほしい。 

 補助対象の枠に入れていただけないもどかしさを感じる 

 

bb）） 制制度度改改正正にに関関すするる要要望望  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 4 件）  

 コロナの状況であるので、業務執行理事の報告期間を緩和させて欲しい。 

 コロナウィルス感染拡大防止に向けた寄付行為を、事業の変更認定申請をしていなくても

公益目的事業として認めていただきたい。 

 公益事業中止のため支出減による有休財産超過額処分の緩和。 

 消費税の廃止、凍結。最低限マスクや診療材料は消費税非課税にしてほしい。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 7 件）  

 定款があり、簡単に支援出来ない 
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 コロナによる演奏会等中止に伴うチケット代金寄附を税額控除とする事業の継続を要望し

ます。 

 助成事業にしても、自主事業にしても、予定していた事業が行えず、収支相償が増える要因

となっておりどうしたものか。 

 コロナ関連で緊急に助成支援をしようとしましたが、公益事業の追加申請をしないといけ

ないという指導があり、時間も無い中で法人会計からの寄附の形で乗り切りました。東日本

対震災時は特例の方法があったと聞いていますが、同様の仕組みがサッと設置されたら良

かったのにと思います。 

別件ですが、コロナ禍でリモートでの理事会や評議員会の開催を行います。しかし、議事録

のリアル署名を集めるのが非常に大変です。次善の策として決議の省略なども使いますが、

決議の省略は全会一致案件でないと決議できません。通常のリモート理事会やリモート評

議員会の議事録の署名を、メール等でも集められるようにして欲しいと思います。（電子サ

インは法務省の規制が厳しいので導入維持に非常にコストがかかり、採用できません） 

 財政支援を望む。純資産 300 万問題の現実に即した運用（猶予）、内部留保を認める（再掲） 

 収支相償、遊休財産制限額の許容額の拡大（例えば、公益事業の 2 割の黒字は許容、遊休財

産も公益事業規模の 3年分まで許容など） 

 当財団は公益財団法人ですが、コロナの影響で、各種事業への支出金が減少しており、いわ

ゆる公益認定の 3 基準を全て満たせない状況となっています。現下のコロナ禍を踏まえ、

コロナ支援策として、何かしらの寄付金を拠出した場合は（例：生活困窮者を支援する NPO

団体へ寄付）、当該拠出を支出として認定頂けるよう要望致します。 

 

cc）） 行行政政庁庁にによよるる支支援援策策  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 9 件）  

 様々な助成制度があるなかで公益法人として活用できるものが少ないと感じた。 

 財政支援の情報、特に支援金や給付金などの情報を纒て、定期的に提供して欲しい。また、

行政庁（都道府県単位）での受給状況や相談窓口を開設して貰えたら助かる。特に上部団体

がない単体の公益法人については、入手情報先が乏しいため。 

 会員からの会費で協会事業を運営しており、新型コロナウィルス感染症拡大により疲弊し

ているバス事業者に対して可能な範囲で会費の減免措置を行っているが、上部団体の減免

や東京への出張回避による旅費支出抑制、総会等の人数制限と簡素化などに支出抑制、その

他の経費節減で、どうにか協会運営ができている。今後、廃止や脱退する会員が出てきた場

合の協会運営について不安がある。事業運営に困る公益法人に対しては、支援の必要が出て

くると思われる。 

 コロナ感染者の拡大で、見込んでいた収入が減った場合、監督官庁の内閣府には、単年度で

みるのではなく、複数年度で収入の変化をみてほしい。 

 コロナウィルスの感染拡大に伴う事業計画の変更については、柔軟で簡便な方法で認めて

いただきたい。 
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 飲食店が中心なので、より多く・より早く対策はお願いしたい 

 当団体は、公益事業を２部門持っているが、１つの部門はコロナの影響をもろに受け大幅な

減収で、もう一方はコロナ支援関連の事業で増収とバランスが悪い。公益会計基準では、会

計毎の判断となるがなにかしらの特例が認められないのか。▲公益法人は事業目的が決め

られているため、簡単に新規事業を展開できない、コロナウィルス感染症拡大に係る減収へ

の赤字補填をいただけないか。（再掲） 

 （内容重複）新型コロナウィルス感染拡大の影響を受け、計画どおりに事業を実施できず、

事業費の支出が大幅に減り、収支相償や遊休財産の条件を満たすことが困難となっている。

不可抗力であるため、特別措置を講じてほしい。 

 取引先が苦しんでいるので支援策を強化して下さい。間接的に影響が出ています。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 1 件）  

 コロナ関連で緊急に助成支援をしようとしましたが、公益事業の追加申請をしないといけ

ないという指導があり、時間も無い中で法人会計からの寄附の形で乗り切りました。東日本

対震災時は特例の方法があったと聞いていますが、同様の仕組みがサッと設置されたら良

かったのにと思います。▲別件ですが、コロナ禍でリモートでの理事会や評議員会の開催を

行います。しかし、議事録のリアル署名を集めるのが非常に大変です。次善の策として決議

の省略なども使いますが、決議の省略は全会一致案件でないと決議できません。通常のリモ

ート理事会やリモート評議員会の議事録の署名を、メール等でも集められるようにして欲

しいと思います。（電子サインは法務省の規制が厳しいので導入維持に非常にコストがかか

り、採用できません）（再掲） 

 

dd）） IITT 導導入入相相談談・・経経費費補補助助  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 0 件）  

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 1 件）  

 学生達への対面授業にともなうオンライン環境支援。 

 

ee）） 各各種種情情報報のの提提供供、、個個別別相相談談  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 7 件）  

 財政支援の情報、特に支援金や給付金などの情報を纒て、定期的に提供して欲しい。 

また、行政庁（都道府県単位）での受給状況や相談窓口を開設して貰えたら助かる。 

特に上部団体がない単体の公益法人については、入手情報先が乏しいため。（再掲） 

 不明点があり、必要に応じて指導願いたい。 

 オンラインを活用した活動のノウハウを発信して欲しい。 

 一般法人にはコロナ禍で会議などでのオンライン化に向けての購入補助金があったのです

が、公益社団は対象外だったのかと思います。あっても申請が大変そうでできなかったかも

しれません。もともと 50 歳を超える理事が多い会ですが 各々の自助努力で理事会が開催
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中止となることなく すぐよりオンライン化に着手し活動を継続できるものを続け、また

新規事業は増え より多忙となりました。使命感でもともと頑張っているせいか、名古屋ま

で行けないから出席しないという理事はなく、それぞれが自分のパソコンや通信網整備に

出費して会運営を継続しています。それに甘んじて会としては一切金銭的な援助をするこ

となく過ぎてしまいました。個人の持ち物持参で少人数会議や総会を事務所より行えてい

ますが、空気清浄機などの感染予防対策品の購入なども会からの出費は全くなく、そういっ

た物購入に関して公益社団にも使える補助金の情報提供があったのなら教えてほしかった

と思いました。（もしあったのならすみません。知りませんでした） 

 無料のセミナーを開催してほしい。 

 クラスターなどの感染情報が秘密にされている。 

 各種情報の提供。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 2 件）  

 感染性廃棄物の中間処理をしており、ワクチンの職域接種や助成金等についての情報提供。 

 計画した事業を行うことができず、予算執行ができない場合の措置について、詳しく教示し

てほしい。 

 

ff）） 税税制制にに関関すするる支支援援措措置置  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 6 件）  

 コロナ禍の固定資産税の特例減免を継続してほしい。 

 公益法人が持続化給付金を受けた場合に寄付扱いとなり課税するのはやめてほしい。２０

２０年度だけではなく、今年度も給付金や家賃補助が受けられるようにしてほしい。 

 公益社団法人の場合，収支相償の中で，インボイス制度が本格導入となった場合，相当な負

担の増が考えられるので，法人の実態に合わせた負担のあり方を検討していただき，対象外

としていただきたい。 

 コロナ関係で一部の事業が延期や縮小になり収支相償に影響があるため、何らかの統一的

施策が必要。 

 税制減税及び支払いを翌年度等に繰越すことを希望します。 

 感染対策物品等購入の補助や税制面での配慮が欲しい。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 1 件）  

 ①緊急事態宣言等の影響での施設利用キャンセル等による大幅な収益損失に対する補償金

等の支援対策を充実してほしい。 

②新型コロナ前の公益目的事業の残高に戻るまでは、非課税となるような特別措置を考慮

してほしい。（再掲） 
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gg）） そそのの他他支支援援金金  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 14 件）  

 新型コロナウィルスの感染防止対策に係る衛生用品等購入するにあたり、法人の持ち出し

が多くなってきている。これらを購入するための助成金等をお願いしたい。 

 新型コロナウィルスの感染拡大防止のための衛生用品等の購入費用が増えているので、助

成金等の交付をお願いしたい。 

 家賃補助等があればありがたい。 

 大幅な減収が見込まれる場合の財政的支援。 

 施設関連の優遇策など。 

 コロナ感染防止グッツ支援（消毒、マスクなど）の支援があればと思う。 

 感染対策物品等購入の補助や税制面での配慮が欲しい（再掲） 

 事業中止の場合の補助金をスポーツ庁より受けているが、手続きが煩雑。内閣府で同様の補

助を予定されているのでしょうか 

 公益法人の講演会やセミナーへの助成金などは検討してほしい。 

 コロナ関連の資機材（消毒薬、マスク等）購入に係る支援を拡充してほしい。 

 感染対策物資の援助。 

 感染防止活動に対する補助。 

 会員が企業なので、経済を支える企業支援を充実してほしい。 

 会員が大幅に減少しています。何らかの支援を考えてほしい。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 5 件）  

 接客する非常勤職員のワクチン接種について支援があればありがたい。 

 寄附金等の収益が減少しても、既存のコロナ支援策に該当しない点を改善できないか。 

 ワクチン接種協力にかかる手数は相当なものなので接種費用を増額してほしい。 

 感染予防の為の費用への支援（法人負担で職員に検査を実施している為、その検査費用・感

染予防用パネル・消毒薬等） 

 ワクチン職域接種を小規模団体へも拡大していただきたい。 

 

hh）） そそのの他他  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 9 件）  

 二年目の予防接種（無料）では、シルバー人材センター職員も優先接種としてほしい。 

 感染すれば重症化しやすい高齢者のみを相手にする事業であり、シルバーに特化した支援

策や税制優遇措置の導入 

 官公庁コロナ対策により発生した多額の剰余金の長期的計画的費消への理解 

 社会インフラ維持に必要不可欠な労働者を有しており、リモートワークができない業種で

あるため、従来どおり出勤の必要がある。仮に感染者が出た場合の職場の消毒に係る費用

や、理事会をリモートで開催可能にする機器の整備に係る費用の助成があればありがたい。 

 事業計画が遂行出来ない場合の対応について。 
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 集まることが少なくなった関係で、情報機器の使用が増え、情報機器操作のスキルの高い職

員が、コロナ前と比較して重要になったが、人材が見つからない。 

 何事もバランスが重要なのにコロナに関しては偏った報道ばかりなので、「不特定多数の利

益」を提供すべき公益法人だからこそ、社会のあるべき姿を提言したり、一歩一歩進む姿を

発信するなどが必要では？支援や税制優遇を一方的に求めても、それも元は国民の税金な

のですから、いい加減に、支援を求める発想から脱却しませんか？ 

 手続きの簡素化が図れないか。 

 前述のとおりです。（特に何も行っていない） 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 4 件）  

 役員の高齢とネット環境なしの状態のため、理事会の実開催の目途がたたない。特に代表理

事の職務執行報告義務が果たせない。 

 コロナ感染症も一時的現象（1 年～2 年とか）、ただ、今後もこうした感染当流行の危機事

態はありうる。今回のケースを参考にこうした事態が生じたときの公益法人の在り方は、検

討しておく必要はある。当振興会は Web 会合により旅費・会議費等管理費が減少したプラ

スはあるものの、対面会合の方がどちらかというと、親近感や本音が出やすい。 

 資金運用面での懸念が想定される。 

 質問 26 の通り。（収支相償と遊休財産保有制限の基準緩和） 

 

ii）） ななしし、、特特ににななしし。。  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 54 件）  

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 47 件）  

 

 

(24) 公公益益法法人人協協会会へへのの要要望望 

aa）） 情情報報提提供供全全般般にに関関すするるもものの  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 14 件）  

 シルバー人材センターだけの特例措置は難しいと思われますが、インボイス制度への対応

についてご指導やご支援をお願いします。 

 公益法人形態を取り巻く状況の変化や今後の形態のあり方などについての情報を届けて欲

しい。 

 引続き「Q&A」等の充実をお願いし、誰もが携われる法人運営に貢献されることを希望しま

す。 

 インボイス制度の配分金に係る税制特例措置をお願い致します。 

 今後も新しい情報を解り易く各拠点に届けて欲しい。 

 寄附に関する各種情報提供、学習の場や相談窓口。 

 迅速、かつ正確な情報提供。 
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 適時、適切な情報発信をお願いします。 

 ウェブ提供される情報を参考にさせて頂いており、一層の充実を期待します。 

 メール等による定期的情報を要望する。 

 公益法人 information は、タイムリーな情報でとても役に立っています。トピックスなど

で、公益法人を運営する際の Q＆Ａなどを載せてもらうと、もっと興味がわきます。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 11 件）  

 公益法人に有益な情報を提供いただきたい。 

 情報提供を御願いいたします。 

 法人運営に関する有益な情報提供を、セミナーやメール・FAX 等にて、引き続き実施してほ

しい。 

 有益な情報の提供を今後もお願いします。 

 理事会決議事項を要する制度改定について、事前に案内いただくと助かります。 

 相談会や FAQ を利用させていただいて助かります。書籍の再販を希望します。 

 年々改正される公益法人の運営等に関する有益な情報の提供。 

 公益法人が受け取れる助成金関係の紹介。 

 いつも情報をありがとうございます。 

 

bb）） 相相談談にに関関すするるもものの  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 14 件）  

 昔の相談員は素晴らしかったが、現在の相談員は勉強不足。もっと研修されたし。 

 以前に一度電話質問をさせていただきました時、当方が知識不足な部分もあったのですが、

専門家の方が非常に高圧的なご対応だったので、質問しにくくなりました。質問する側は素

人ですので、ご理解の上ご対応いただけましたらありがたいと思っております。よろしくお

願い申し上げます。 

 シルバー人材センターだけの特例措置は難しいと思われますが、インボイス制度への対応

についてご指導やご支援をお願いします。（再掲） 

 インボイス制度の配分金に係る税制特例措置をお願い致します。（再掲） 

 適正な運営のための相談窓口を強化してほしい。 

 無料の相談会の開催頻度をあげていただきたいです。 

 令和５年１０月に導入予定の消費税における「適格請求書等保存方式」について、当会事業

に及ぼす影響が極めて大きいことから、安定的な事業運営が可能となる措置を要望します。

現在提供されている方式が統一され実施となると、当会はその数年後に財政破綻や当会会

員の不満等による解散が見込まれます。 

 寄附に関する各種情報提供、学習の場や相談窓口（再掲） 

 電話相談の時間を延長していただけると、尚ありがたいです。よろしくお願い致します。 

 監督庁の対応があてにできず貴協会の無料相談はありがたかったです 

 電話相談を活用しています。今後も期待しています。 
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 様々な相談に（できれば無料で）対応していただきたい。内閣府には言いにくいこともある

ので。 

 何回か相談したことがあり、また相談することがあれば相談に行くのでよろしくお願いし

ます。 

 京都市で無料個別相談を受けれるようにしてほしい。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 11 件）  

 いつもお世話になっております。細かい相談に応じていただき助かっております。今後とも

よろしくお願いいたします。 

 これからもセミナー、相談会を期待しております。 

 今後も相談等についてサポートしてほしい。 

 個別相談へのご対応を引き続きよろしくお願いいたします。 

 相談事項がある際は対応していただき助かります。 

 無料での相談会、セミナーを充実させて欲しい。 

 無料個別相談業務を強化してほしい。 

 相談会や FAQ を利用させていただいて助かります。書籍の再販を希望します。（再掲） 

 小さな質問への丁寧に回答していただいて感謝しています。今後ともよろしくお願いしま

す。 

 会員に対する研修会の会費が高いと感じている。 

情報の提供以外に何か使いやすい相談できるシステムがあれば助かります。 

 いつも大変お世話になっています。今後も公益法人の教育、相談の機能を強化されることを

期待します。特に時節柄幅広いオンラインの活用を期待します。 

 

cc）） セセミミナナーーにに関関すするるもものの  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 5 件）  

 引き続き公益社団法人に関する講習会の開催を希望する。（収支相償の対策） 

 オンラインでの教育プログラムの設定と受講料等をもっと廉価にして欲しい。 

 WEB での研修会をお願いします。 

 セミナー等の受講料を安くしてほしい。 

 無料で、web 学習会の実施をお願いしたい。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 16 件）  

 これからもセミナー、相談会を期待しております。（再掲） 

 無料での相談会、セミナーを充実させて欲しい。（再掲） 

 講習会について、規模縮小でなく、たくさん行ってほしい。 

 公益法人制度について変更等があった際にはセミナーなど開催いただけると幸いです。 

 アンケート結果を見ると、収支相償によって資産が減少傾向だというような意見が多いこ

とから、収支相償へうまく対処する方法などの講座などを開いた方が良いと思われる。 

 セミナー開催が首都圏に限られている。地方にとって蚊帳の外と感じる。 
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 今後もコロナ禍におけるオンラインセミナーを充実していただいきたい。 

 法人運営についてのセミナー開催。 

 有用なセミナー等が開催されているが、費用がもっと安く出来ませんか。法人運営経費の多

くを、個人・団体の寄付に委ねている立場から、セミナー経費等に予算を使うことがはばか

れるため、セミナー等の利用ができないでいます。 

 対面でのセミナーの開催が難しい状況ですが、今後も対面セミナーの開催を希望する。 

 収支相償を満たしながら、資産を増やしていく方法についてセミナー等を行ってほしい。 

 会員に対する研修会の会費が高いと感じている。 

情報の提供以外に何か使いやすい相談できるシステムがあれが助かります。（再掲） 

 セミナーの受講料が高いため、何回も参加出来ない。安価に設定してほしい。 

ウェブ研修を多く開催してほしい。 

 各種講習会の参加費が高い。 

 いつも大変お世話になっています。今後も公益法人の教育、相談の機能を強化されることを

期待します。特に時節柄幅広いオンラインの活用を期待します。（再掲） 

 貴協会のセミナーは参考になります。今後ともよろしくお願いします。 

 

dd）） 月月刊刊誌誌・・書書籍籍にに関関すするるもものの  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 0 件）  

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 1 件）  

 相談会や FAQ を利用させていただいて助かります。書籍の再販を希望します。（再掲） 

 

ee）） 提提言言活活動動にに関関すするるもものの  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 13 件）  

 財務状況が厳しい公益法人への助成を、行政庁の施策となるように提言等を行ってほしい

です。 

 行政庁に対し公益法人シルバー事業に対するインボイス制度の適用除外とすることを要請

していただきたい。 

 インボイス制度の配分金に係る税制特例措置をお願い致します。（再掲） 

 収支相償の撤廃、公益法人から一般法人への移行を簡単にできるよう政府へ強力に働きか

けて欲しい｡ 

 今後も、貴協会に加盟している各協会の意見・要望を所管官庁へ提言し、公益法人の安定運

営に繋げてください。 

 令和５年１０月に導入予定の消費税における「適格請求書等保存方式」について、当会事業

に及ぼす影響が極めて大きいことから、安定的な事業運営が可能となる措置を要望します。

現在提供されている方式が統一され実施となると、当会はその数年後に財政破綻や当会会

員の不満等による解散が見込まれます。（再掲） 

 令和２年２月２５日に公益財団法人さわやか福祉財団及び同助成財団センターと連名で発
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表した「公益法人のガバナンスの更なる強化等のために」に対する声明において要望してい

る内容（特に５．（３））の実現に向けて、強力に内閣府に働きかけられたい。 

 公益目的事業が「黒字」になった時に過去の「赤字」を補填できるルール作りを検討して欲

しい。 

 監督官庁とのさらなる連動。 

 インボイス導入後、大幅な負担増が発生する。公益法人に対応支援策を考慮していただけな

いでしょうか。 

 小さいながらも公益社団法人として、地域社会に対する貢献事業も行っておりますが、資金

規模が小さいこともあり、活動事業に限界があります。その意味では公益割合の確保に苦慮

しているのも実情です。例えば、当会の場合、会員の会費収入と全法連からの福利厚生事業

から派生する事務手数料収入があります。公益基準を判定する場合、両者の合計で見るので

はなく、全法連の手数料収入に対する公益割合 50％以上は妥当ですが、会費収入を加えて

の公益判定には妥当性がないと思います。（会費収入は、本来、会員のための事業を行うべ

きもの）。積算割合の見直しをお願いします。 

 当協会は公益社団法人とはいえ、経常収益の６割が行政からの補助金で賄われていること

から、行政の意思が強く働いている。現在は公益事業のみで許容されているが、将来的に公

益事業比率を超える自己収益確保への転換もあり得る。その際に、一般法人への移行がひと

つの方法となるが、それにはあまりにもハードルが高く不可能に近い。国への要望になる

が、制度の柔軟性や自由度を確保するよう声を上げてもらいたい。 

 インボイス制度の見直し。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 17 件）  

 小規模法人に対するあらゆる面での配慮を内閣府等に伝えてほしい。 

 小規模法人のおかれている状況などについて、内閣府へ伝えてほしい。 

 私どものような小規模法人には、公益法人のメリットが少ない。報告書類が多い上に寄附金

の税額控除証明書の申請は 5 年ごとにしなければならないなど、すべての申請方式をやめ

て、公益を認定した時点で得点を認めるべきである。 

 無理でしょうが、コロナのように事業計画が遂行出来ない環境時の黒字化の救済が望まれ

ます。当基金では、奨学生向けに、コロナによる支援強化用奨学金を出しましたが、それで

も赤字化できませんでした。公益法人協会様へでは有りませんが、要望です。 

 現在のゼロ金利の状態の改善への要望活動。 

 法人の実態に応じた検査・指導体制の推進。 

 収支相償をはじめ、公益に資する働きの足枷になる規制を改善する訴えをよろしくお願い

します。 

 アンケート結果に基づいて、行政庁への諸事項改善の陳情。 

 インボス制度の特例措置（支払配分金に係る仕入控除 100％）について、国に対し強く要望

して欲しい。 

 収支相償ほか、現法律の不具合を根気よく修正する活動を期待したい。 

 各種手続きのシステムが使いづらい 社会情勢の変化に対応したスピーディーかつ簡素化

203



V．付属資料 記述回答 [公益法人編] 

204 

 

を図って欲しい。 

 収支相償の撤廃に向けた運動をお願いしたいです。応援しています。 

 貴協会のロビー活動に期待します。 

 収支相償の撤廃に向けた運動をお願いしたい。 

 貴協会の提言活動に期待します。 

 会計 3 原則、特に遊休財産保有制限の緩和についての政府への働きかけ。 

 当局に我々の声を届けてください。 

 

ff）） 会会員員制制度度にに関関すするるもものの  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 0 件）  

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 1 件）  

 中小法人が入会するには会費が高い。公益法人向けの会計ソフトを安価に提供していただ

けるとありがたい。 

 

gg）） 調調査査研研究究((本本アアンンケケーートト含含むむ))にに関関すするるもものの  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 5 件）  

 設問とその選択肢の意図が少し不明な部分がありました。選択肢をもう少し増やして欲し

い。 

 日ごろは大変お世話になっております。アンケート集計、お疲れ様です。アンケート記入内

容をその回答者のメールアドレスにフィードバックできたらいいなと思いますが、このフ

ォームでその設定にはなっていましたでしょうか。▲当方だけかもしれませんが、昨年の記

入内容がわかると、記入も提出もしやすくなるのでは、と思います。お忙しいところお手数

おかけします、よろしくお願いいたします。 

 このアンケートは、入力後（送信前）に一旦保存できる機能を付加して頂ければありがたい。 

 海外の事例研究について勉強させていただきます。 

 このアンケートはどこまで活かされるのか。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 8 件）  

 アンケート結果に基づいて、行政庁への諸事項改善の陳情（再掲） 

 アンケート答えるつもりはなかった。こちらが聞きたいことについても気軽に答えてくれ

ると良い。 

 アンケートの記入控えを分かりやすく簡便に残せるようにしてもらえるとありがたい。 

 欧米制度の調査報告書は参考になります。欧米諸国の制度は民主的で、我が国の制度と比較

して対照的です。続編を期待しています。 

 昨年のアンケート報告書を読ませていただきました。大変参考になります。 

 このアンケートが PDF なので編集しづらい。他形式希望 。（URL からフォームへも入れな

かった) 
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 諸外国の制度についてもっと発信してほしい。 

 昨年の調査報告書は参考になりました。今回も期待しております。 

 

hh）） 公公法法協協へへのの激激励励・・苦苦言言にに関関すするるもものの  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 9 件）  

 電話で専門家に質問できるので、大変助かっています。メールだと、こみいった質問はやは

り面倒なため。 

 大変お世話になっております。今後とも情報提供、セミナーの実施等、よろしくお願いしま

す。 

 特になし、いつも適切なアドバイスを頂いています。 

 いつもお世話になっております。今後ともよろしくお願い申し上げます。 

 今まで通りで良いと思います。 

 民間の柔軟な発想で社会を変えてゆく力の手助けをいただきたく、お願い致します。 

 いつもお世話になっております。 

 いつもご苦労様です。 

 いつもお世話になっております。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 33 件）  

 いつもお世話になっております。特段な要望はありませんが、引き続きよろしくお願いいた

します。 

 引き続き積極的な政策提言と公益法人・NPO 法人の体制強化への取り組みを期待したい。 

 いつもお世話になっております。 

 まだまだ分からないことが多々あり、今後もご指導等よろしくお願いいたします。 

 今後ともよろしくお願いいたします。 

 いつもお世話になっております。 

 共同サイト利用でお世話になっております。 

 よろしく、ご指導ください。 

 アンケートの結果報告を楽しみにしております。 

 いつも大変お世話になっております。今後共ご指導の程よろしくお願い申し上げます。 

 いつも的確な情報提供をいただき、感謝しております。今後ともご指導の程よろしくお願い

申し上げます。 

 今後も今回のような法人全体の意見を集約するような活動に期待しています。 

 心強い存在だと思います。引き続き宜しくお願いいたします。 

 非会員についてもフォローしていただき感謝申し上げます。 

 公益法人の制度改革、情報交流、共有のため今後ともよろしくお願いいたします。 

 今後ともよろしくお願いいたします。 

 小さな質問への丁寧に回答していただいて感謝しています。今後ともよろしくお願いしま

す。（再掲） 
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 ご支援に感謝申し上げます。 

 公益法人の運営の指導に一段のご助力を願いたい。 

 法人職員になったばかりの者です。今後ともご指導方よろしくお願いします。 

 引続きご支援をよろしくお願いします。 

 今後ともよろしくお願いいたします。 

 いつも大変お世話になっています。今後も公益法人の教育、相談の機能を強化されることを

期待します。特に時節柄幅広いオンラインの活用を期待します。（再掲） 

 その他：遅くなりましたが、よろしくお願いいたします。 

 いつもお世話になっております。 

 今後も公益法人の制度がより良いものとなるようお願い致します。 

 いつも大変お世話になっております。 

 引き続き公益の発展に必要な制度を調査し、ロビー活動をお願いしたい。 

 現在の公益法人制度は過度な規制要件で公益法人は身動きが取れない状況にある。欧米制

度のような自由度の高いものでなくてもよいので、少なくとも公益法人が身動きの取れる

ような内容に改めていただきたい。 

 収支相償の撤廃に向けた運動をお願いしたいです。応援してます。（再掲） 

 今後も制度改善に向け宜しくお願い致します。 

 応援してます。 

 よりよい制度の実現に向けて頑張って下さい。 

 

ii）） そそのの他他  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 8 件）  

 研修会や勉強会を開催してほしい。 

 多忙により貴協会の活動に接することができない。 

 回答内容の確認ページや一時保存ができるようにして欲しい。 

 公益法人運営に詳しい司法書士（顧問契約希望）の紹介。 

 現時点では収支相償が不安定です。 

 共有情報のガバナンス徹底。 

 インボイス導入後、大幅な負担増が発生する。公益法人に対応支援策を考慮していただけな

いでしょうか。（再掲） 

 小規模な公益法人は財政難で事務局の待遇が良くないので、若くて優秀な人材確保ができ

ない実態である。 

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 6 件）  

 中小法人が入会するには会費が高い。公益法人向けの会計ソフトを安価に提供して頂ける

ありがたい。（再掲） 

 後継者不足による自主的な解散方法について知りたい。 

 事業報告等には表れない、運営上の工夫等を知りたいので、横のつながりが得られるとあり
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がたい。親睦会（知の交流サロンのような）などを企画してほしい（今は無理ですね）。 

 行政とその外郭団体（公益法人）の関係性の整理（下請、指示命令系統の範囲等）。 

 公益法人の交流、情報交換の機会が増えれば有難いです。 

 欧米では制度で内部留保が推奨されているようですが、日本ではなぜ認められないのでし

ょうか。公益の発展を阻害する制度の改善を望みます。 

 

jj）） ななしし、、特特ににななしし  

 公公益益社社団団法法人人  （回答数 69 件）  

 公公益益財財団団法法人人  （回答数 40 件）  
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